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太陽光発電システム研究発表会 
プログラム 

 
平成 14 年 3 月 23 日（土） 13 時～18 時 

東京農工大学 小金井キャンパス 中央棟 5 階 大会議室 
 
Ⅰ.始めに(挨拶)     (黒川浩助) 13:00～13:05 
 
Ⅱ.研究発表 

1. 斎藤研究室における太陽電池研究の概要 
(1) 両面受光型太陽電池を用いた 

PV システムのシミュレーション (笠原)  13:05～13:20 
2. 上迫研究室における太陽電池研究の概要  (上迫浩一) 13:20～13:35 
3. 黒川研究室における太陽光発電システム研究の概要  (黒川浩助) 13:35～13:50 
3.1.黒川研究室メイントピックス 

(1) 地域新生コンソーシアム研究開発成果  (小泉裕孝) 13:50～14:20 
(2) 計測データを用いたシステム損失の評価方法 (大関)  14:20～14:50 

 
休憩 (コーヒーブレイク)    14:50～15:30 

 
(3) 太陽電池モジュールの電磁波反射・吸収特性 (山口)  15:30～15:50 
(4) 魚眼写真による日照障害予測   (登守)  15:50～16:10 
(5) PV インバータの全ディジタル制御    (山下)  16:10～16:30 
(6) 太陽電池を用いた超小型電源装置の開発  (竹内)  16:30～16:50 
(7) PV システム複数台連系時の電圧上昇抑制対策 (石川)  16:50～17:10 
(8) A Preliminary Study on Potential for  

VLS-PV on the World Desert (M.Ito)  17:10～17:30 
3.2.黒川研究室期待の新人       17:30～17:50 

 
Ⅲ.終わりに      (黒川浩助) 17:50～18:00 
 
Ⅳ.懇親会         18:30～ 
研究発表会終了後，生協 2 階ホールにて懇親会を行います。（参加費無料） 

 
 
◎休憩（コーヒーブレイク）中に，以下のポスタープレゼンテーションを行う予定です。 

・ 住宅用太陽光発電システムの評価    (井澤) 
・ 衛星雲画像による日射量予測    (谷口・高橋) 
・ 傾斜面日射量の測定・換算処理     (田村) 
・ 新型日射計の開発     (井上) 
・ PV インバータの MPPT 制御に関する研究   (皆藤) 
・ 新型 PV モジュールの評価    (加藤) 
・ AC モジュールインバータのトータルシステム制御  (中田) 
・ 単独運転防止アルゴリズムの研究    (水野) 
・ モンゴルにおける太陽光発電システム設計研究  (アマル)  
・ 太陽光発電システム特性の統合評価ソフトウェア（＊） (パウロ) 
・ PV インバータの干渉試験用縮小模擬配電線   (野田) 

（＊）：パソコンで実演予定 
◎付録：過去の発表論文 



地域新生コンソーシアム研究開発 
－成果報告と課題：最終年度に向けて－ 

 
インバータチーム(全員)，小泉 裕孝 

 
１．はじめに 

「太陽光発電用分散型パワーコンディショナの
研究開発」は，NEDO 地域新生コンソーシアム研究
開発事業の一つとして平成 12 年度より 3 ヵ年計画
で企業･法人･大学を含む共同研究開発体制の下に
実施されている[1]。本研究開発の目的は「太陽電
池の直流出力を交流(商用周波)に変換する 100W 級
のマイクロインバータを開発する」ことである。
100Wは概ね太陽電池パネル1枚の受光面積1m2に相
当する電力であり，1 枚毎に 1 つのインバータを設
置することで汚れや日陰の影響によらず各パネル
の最大出力を効率よく取り出すことが可能となる。 

本稿では，今年度，東京農工大学が関係した WG
－2 制御分科会の活動を中心に項目毎の成果，現状，
および次年度の課題について概略を述べる。紙面の
都合で各項の詳細については，其々の担当者が執筆
した本冊子の該当ページを参照されたい。 
今年度当初の計画では AC モジュール固有の制御

機能である単独運転防止機能，電圧上昇防止機能，
MPPT 機能と，インバータの基本動作に必要となる
PWM 機能，入出力保護機能等を全てワンチップマイ
コン(日立 SH2)に納め全ディジタル制御型インバ
ータのプロトタイプを完成させる方針であったが，
SH2 マイコンの各種機能における数値的限界，広範
囲に渡る克服課題，研究環境の変化等により，2001
年 10 月に方針を変更して，二和電気㈱製インバー
タ(ver.2)をベースとして電源回路の基本制御をイ
ンバータ本体に，AC モジュール特有の制御機能を
山下電子設計㈱製制御ボードに納めインターフェ
ース基板を介して接続することを中間報告時点で
の目的とした。このとき構成されたプロトタイプ
AC モジュールを図 1 に示す。 

２．トータルシステム構成 
AC モジュールは単体にて完全なパワーコンディ

ショナとして機能するが，住宅用等，纏った規模の
システムでは，共通機能を集約する方式も可能であ
る。年度冒頭にこの検討を行い，全機能を備えたも
のを最終形とし，連系制御装置を共有，その他の機
能を個々に配置する方式を視野に含める方針を決
めた。接続試験を実施したプロトタイプでは，制御
ボード，主回路が独立しており，何れの方向にも応
用できる。次年度以降は連系制御装置と AC モジュ
ール間あるいは AC モジュール間相互の制御信号通
信方法確立が課題である。 

３．系統連系保護機能 
a.単独運転防止 
単独運転防止機能は受動･能動シリーズ方式[2]

をモデルとして検出方法の検討を行った。この方式

は周波数変化率，高調波変化率を高感度に感知し，
閾値以上では出力電流を急激に低下させ，その応答
による系統電圧，周波数，歪率等の変化を検出して
単独運転を防止する方式である。今年度は，格納さ
れたサンプリング波形データから，基本周波数(周
期)，3 次高調波，及びその変化率等を計算するプ
ログラムを作成し，シミュレーションを実施した。
シミュレーションにおいては，ほぼ完全な動作が確
認されている。現在は閾値やノイズ対策としての移
動平均値の適切化を検討しており，次年度は実機の
動作試験を行う予定である。 
b.電圧上昇抑制 
電圧上昇抑制機能は 100W 級のインバータについ

ては必須条件ではないが[3]，マイコン制御では，
プログラムに組み込むことで容易に機能具備出来
る為，プログラムの開発を実施した。本方式では，
サンプリング波形から計算される電圧実効値と力
率を入力として，電圧上限値基準を超過した場合は
力率制御を行い，力率の下限値に至ると有効電力を
制限する。逆に抑制した出力を回復する場合は有効
電力を先に回復させ力率を上げる方式とした。プロ
トタイプではインバータ主回路が力率 1 を保持す
る為，仮想データを用いてシミュレーションを行っ
た。この結果，フローに従った動作を確認したが，
追従速度，不感帯幅などにより電力損失に差が生じ
ることが判明した。次年度以降，パラメータの最適
化と実機の動作確認が課題となる。 
c.試験方法 
系統連系保護機能を試験するには，模擬的な配電

系統が必要となる。本研究開発では，AC 電源と L-R
回路により等価的な模擬配電線を構成し，R，L，C，
および誘導機等の負荷を接続して，試験方法の検討
を行っている。今年度は，市販の住宅用パワーコン

図 1:接続試験にて構成されたプロトタイプ AC
モジュール 



ディショナを使用し，単体の機能試験，二台接続時
の動作試験を行った。現在，単独運転防止機能をマ
スクした状態で，単独運転状態の再現が可能となり，
これらをベースに複数台での実験等を繰り返して
いる。次年度は，負荷および位相角の組み合わせ毎
に，単独運転状態の発生を試験し，試験条件を絞り
込む方針である。また，今年度，模擬配電線ユニッ
トを新たに加えており，複数台の機器が，系統各所
に配置された場合を想定した実験を行う予定であ
る。AC モジュールに関しては，市販の海外メーカ
ーの機種を対象に，多数台連系による相互干渉など
の実験を行うため，予備試験を継続中である。 

４．最大電力点追尾(MPPT)機能 
a.参考試験 
AC モジュールの利点は，モジュール単位での最

大電力を活用できる点にあり，最大電力点追尾(以
下 MPPT)機能は本研究開発の重要なポイントとな
る。今年度前半は，太陽光発電模擬電源装置を市販
のパワーコンディショナに接続し，過去の日射変動
パターンを再現させ，各社方式の日射変動追従特性
を観測した[4]。測定の結果，日射変動パターンに
より，機種ごとに適不適があることが判明した。ま
た，追従動作は，およそ二段階に分かれており，日
射急変後直ちに高速の追従を行い，最適点近傍では
速度を落としたアプローチを行っていることが判
明した。また急変の大きさにより一旦出力を停止す
る機種も見られた。次年度は，これらの結果を開発
中のプログラムの動的制御最適化に反映させる方
針である。 
b.プログラム 
本年度，MPPT プログラムの開発は，既存の山登

り法，コンダクタンス法，定電圧法のプログラムを
作成し，I-V カーブデータを入力としてシミュレー
ションを行うことを第一ステップとした。この内コ
ンダクタンス法を採用しACモジュールのMPPTアル
ゴリズムに組み込み，静的な I-V カーブにおいて，
実機での動作を確認した。 
次年度は，刻み幅，追従速度など動的な要素の最

適化と，新方式の提案を目標とする。 
５．接続試験 
昨年 12 月の中間報告を目指し，二和電気㈱製イ

ンバータ(ver.2)と㈱山下電子設計製制御ボードを
A/D，D/A，I/O インターフェースを介して接続する
試みが行われた。これに先立ち，農工大にて作成し
た各種プログラムを SH2 マイコンにインストール
する作業が行われたが，数百 MHｚの CPU では一瞬
で動作するプログラムが 50MHz のマイコン上では
数秒の計算時間を要した為，計算の簡略化，アルゴ
リズムの高速化，最適化が山下電子設計㈱と共同で
実施された。予定より 2 週間遅れて目標とする商用
周波 1 サイクル毎の計算が可能となった。直ちに接
続試験が実施された。図 1 は二和電気㈱内にて構成
されたプロトタイプ AC モジュールの全容である。
ノイズの影響，アナログ IF のゲイン不足等の問題
は生じたが，中間報告までに，制御ボードの指示パ

ラメータに従った出力電力変動が確認された。現在，
MPPT プログラムやトータル保護アルゴリズムの更
新を行っているが，ノイズによる影響が大きく，保
護閾値は機能しないレベルに設定している。次年度
は主回路を早期に決定し，IF に絶縁方式を採用す
るなど，ノイズ対策を前提に，各プログラムの実機
試験に望む。合わせて通信 IF の検討を進める予定
である。 

６．ディジタルインバータ試作 
ディジタルインバータの目的はマイクロコント

ローラーに制御を集中しアナログ制御系，A/D，D/A
変換器等を省略することによる小型化，低価格化と，
プログラム変更のみによる制御方式の更新を可能
とするフレキシビリティーの実現にある。主な課題
は 1 周期 20msec 以内に A/D，D/A，PWM 等の基本制
御と MPPT,単独運転検出等の制御を両立させるこ
とにあった。中間報告時点では，各種要因による開
発遅延の為，成果報告に至らなかったが，現在，デ
ィジタル PWM，定電圧制御，定電流制御，MPPT 機能
までを達成しており，今後，出力電流制御にフィー
ドフォワード方式を採用するなど，アルゴリズム改
善により実現を目指す。 

７．おわりに 
本年度最大の成果は，中間報告に最初の接続試験

結果を報告出来たことである。これは，基本的な
IF と現状の処理能力のマイコン程度で，ディジタ
ル制御系とインバータを接続しパワーコンディシ
ョナを構成できる可能性を明確にした。これは全デ
ィジタル制御の実現可能性にも繋がるものである。
今後は，まず現状機能の完成を目指し，次に安定性，
精度，速度，新方式を指向した改良を各部に順次行
い，最終報告に向けた研究開発を前進させる。 

謝辞 本年度の成果達成に，ご指導，ご協力，ご
尽力頂いた産官学に渡る関係者各位に深く感謝申
し上げます。 
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太陽光発電システムの計測データを用いたシステム損失の 
評価方法に関する研究 

 
大関 崇 (M2) 

 
1  はじめに 
わが国の太陽光発電(PV)は，2000年度導入量31.7

万 kW，生産量 28.6MW であり世界第１位を誇って
いる。経済産業省資源エネルギー庁総合エネルギー調
査会新エネルギー部会では，2010年の導入目標が482
万kWと決定し，新エネルギーを牽引する役割を期待
されている。PV の持つポテンシャルは，1 億 7400
万 kW といわれており，2030 年 2050 年を見据えれ
ば，エネルギー源の一翼を担う可能性が十分あると考
えられる。21 世紀 PV は，導入期から普及期へと移
ってきているが，まだまだ乳児期から幼児期に差し掛
かったところである。しかし，新エネルギー部会や学
会において普及に向けて必要なこととして，注目され
ていることは国の施策や制度設計がほとんどである。
1974 年に始まったサンシャイン計画から 25 余年が
経ち，PVの技術も進み世界でもトップクラスに位置
しているが，まだまだ問題点は多いのが現状である。
システム関連では，設計・施工技術は非常に進んでい
るが，その後の運用管理，廃棄・リサイクリングに関
しては発展途上である。大量普及されたPVシステム
が施工後メンテナンスフリーのもと，放置されたので
は大問題である。長期寿命の信頼性を保証し，リサイ
クリング技術を確立しなければ，本当の意味での”環
境にやさしい”とは言えない。多々問題はあるが，逆
に言えばこれらを解決すれば，間違いなく DES(発
展・公平性・持続可能性)を満たす将来のエネルギー
源となるはずである。PVは，幼児期から青春期へと
進んでいく。素晴らし親と，素晴らし友が必要である。

先人の研究者達が育て上げたPVを今度は，我々が受
け継いで共に歩んで行かなければならない。 

 
2  目的 

PV システムは，寿命 30 年，メンテナンスフリー
を売りとしてきたが，実際にはアレイの汚れ・劣化の
影響，パワーコンディショナの故障・調整不良・出力
絞り，PV施工不良等により期待された性能が発揮さ
れないケースも見られようになってきており，全くメ
ンテナンスが必要ないわけではない。今後は，設置・
施工から運用管理・リサイクリングまで，PVの生涯
管理が重要な課題となってくると考えられる。本研究
は，評価結果のフィードバックを利用して設置・施工
に利用でき，また運用管理するうえで最も重要な故障
診断方法として活用することができる，”PVシステム
の損失を分離・評価”することを目的としている。こ
れまで本研究室では，PVシステムの計測データを用
いた，簡易的な損失分離可能な評価方法として，
Sophisticated Verification(SV)法を開発してきた。本
研究では，SV 法の従来の基本的なアルゴリズムを改
良し，更に精度向上することにより，PVシステムの
評価方法を確立することを目的としている。 

 
3.  SV 法の概要 
 SV 法は，システムの基礎情報(緯度・経度・傾斜角
など)をもとに，比較的簡単に計測可能である 4 つの
データを用いて，8種類のシステム損失割合を抽出す
ることのできる評価方法である。必要計測データ・損

図1 SV 法概要 
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失過程は以下の通りである。また，前処理として必要
データを推定補間・計測日射量データの品質を診断す
ることができる。 
 

～計測データ～ 
・傾斜面日射量    ：HA [kWh/m2] 
・アレイ出力電力量   ：EA [kWh] 
・システム出力電力量   ：EP [kWh] 
・モジュール温度   ：TC [℃] 
～損失過程～ 
・日陰による損失 
・入射角依存性による損失 
・温度の影響による損失 
・負荷整合による損失 
・直流回路損失 
・汚れ・劣化・容量不足などのその他の損失 
・パワーコンディショナ(PC)スタンバイ損失 
・インバータによる損失 

 

図 1 にSV 法の解析アルゴリズムの概要を示す。1
ヶ月の損失率モデルと，1時間値の損失量算出モデル
の2つに大別される。それぞれのモデルは，経験的に
得られた，妥当な仮定に基づいて構築されている。 

 
3.1  1 ヶ月損失率算出モデル 
3.1.1  日陰損失率の算出 
時刻別日陰損失率の算出原理図を図2に示す。時間

ごとに計測値の最大値を抽出した実測カーブと，理論
式等を用いて作成した理論パターンとの差を日陰に
よる影響と仮定する。また，日陰による影響を受ける
のは，直達分のみであるとし，1ヶ月の最大値は快晴
日に近い様相であることから，一般的な快晴日におけ
る散乱比である 20％を用いる。以上の仮定より，両
者の直達成分の比を 1 ヶ月の各時間の日陰による損
失率とし，式(1)より求める。 
 

Ath

AthA
HS E

EE
R

⋅
⋅−

=
8.0

2.0max

 
 

0

2

4

6

8

10

12

6時 7時 8時 9時 10
時

11
時

12
時

13
時

14
時

15
時

16
時

17
時

18
時

19
時

20
時

0

0.2

0.4

0.6

0.8

1

日
陰

損
失

率
: R

H
S

0.2 ⋅ EAth

0.8 ⋅ EAth

EAmax

EAmax− 0.2 ⋅ EAth

Shading effect

ア
レ

イ
出

力
電

力
量

:E
A

T
[k

W
h]

理論パターン :EAth
実測パターン :EAmax

散乱成分
日陰損失率 :RHS

0

2

4

6

8

10

12

6時 7時 8時 9時 10
時

11
時

12
時

13
時

14
時

15
時

16
時

17
時

18
時

19
時

20
時

0

0.2

0.4

0.6

0.8

1

日
陰

損
失

率
: R

H
S

0.2 ⋅ EAth

0.8 ⋅ EAth

EAmax

EAmax− 0.2 ⋅ EAth

Shading effect

ア
レ

イ
出

力
電

力
量

:E
A

T
[k

W
h]

理論パターン :EAth
実測パターン :EAmax

散乱成分
日陰損失率 :RHS

 
 

図2 1 ヶ月の時刻別日陰損失率 

 
3.1.2  Performance line 

図 3 には，1 ヶ月モデルの代表である，各

Performance lineについて示す。図3は，傾斜面日射
量とアレイ出力電力量(標準温度換算)した値との相関
図である。本来は，両者は比例関係にあるが，高日射領
域では，放物線を描くように出力が落ちるのを観測でき
る。これは，日射に比例した電流の増加により直流回路
損失が増加したと考えられ，上位を通るように 2 次式で
近似曲線を引くことができる(Best performance Line)。
同様に低日射領域の入射角依存性により垂れ下がった
曲線になるという特性が知られている(Independence 
incident angle line )。更に，標準アレイ出力(Standard 
performance line) に比例した直線をプロットの上位を
通るように近似することにより日陰・入射角依存性・負荷
整合による損失が最小であると仮定できる直線を引くこ
とができる(Ideal performance line )。すなわち，この直
線から下のばらつきが負荷整合や日陰の損失とみなす
ことができる。以上のような，各々の影響を仮定すること
により描いた各線を用いて，各損失率を求める。 
 

0

0.5

1

1.5

2

2.5

3

0 0.2 0.4 0.6 0.8 1

Independence incident angle line 

Ideal performance line 

Best performance line 

Standard performance line 

傾斜面日射量: HAg [kWh/m2]

ア
レ

イ
出

力
電

力
量

:E
A

T
[k

W
h]

0

0.5

1

1.5

2

2.5

3

0 0.2 0.4 0.6 0.8 1

Independence incident angle line 

Ideal performance line 

Best performance line 

Standard performance line 

傾斜面日射量: HAg [kWh/m2]

ア
レ

イ
出

力
電

力
量

:E
A

T
[k

W
h]

 
 

図3 Performance line 

 
3.1.3  入射角依存性損失率を算出 

図 4 は，入射角別損失率を表した図である。プロット
は，eBPとeIIの比を入射角ごとの最大値を求めたもので
ある。プロットの上位を通るように，モジュール表面反
射・吸収・透過モデルを参考に作成した式(2)により近
似した。本来は，式(2)の他によりさらに式が必要であ
るが，SV 法ではデータより近似するため，全体的な
外形の似ている透過モデルを主として採用した。 
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3.1.4  散乱・反射成分モデル 
入射角依存性は，直達成分に関しては，時間に対応

した入射角を入射角依存性損失率に当てはめること
ができる。しかし，散乱成分や反射成分に関しては，
成分ごとに入射角を算出することができない。そのた
め，アレイ傾斜角ごとに代表的な入射角：Effective 
incidence angle を決定して，その角度に応じた入射
角依存性損失率を適用する。Effective incidence 
angleと傾斜角との関係は，式(3)式(4)で表され，図5
に示す。 

(1) 

(2) 



2001497.01388.07.59 ββθ ⋅+⋅−=ed  
2002693.05788.00.90 ββθ ⋅+⋅−=er  
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図4 1 ヶ月の入射角依存性損失率 
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図5 各成分の対応入射角 

 
3.2  1 時間値損失量算出モデル 
① 日陰による損失量： 
日陰による損失量は，直達成分のみであることを考

慮し，各時間の損失率と傾斜面日射量直達成分から，
式(5)となる。 
 

( ) )1( HSASAbHS rPhl −⋅⋅=
 

 
② 入射角依存性による損失量： 
直達成分の入射角依存による損失量は，日陰の影響

を含んだ直達成分のみであることを考慮し，時間値に
対応する入射角 から求めた損失率と日陰損失量，傾
斜面直達日射量を用いて式(6)となる。散乱・反射成分
に関しては，アレイの傾斜角から対応する入射角を決
定し，それに対応する損失率を算出する。各損失率は，
傾斜面日射量のそれぞれの成分を用いて式(7)，(8)で表
され，トータルの損失は，式(9)となる。 

 
( ) )1( PIbHSASAbPIb rlPhl −⋅−⋅=

 
( ) )1( PIdASAdPId rPhl −⋅⋅=

 ( ) )1( PIrASArPIr rPhl −⋅⋅=  

PIrPIdPIbPI llll ++=
 

 
 

③ 負荷整合による損失量： 
傾斜面日射量に対応するBest Performance lineの

値と温度補正アレイ出力電力量の差は，日陰・入射角
依存性・負荷整合の損失であると仮定している。それ
ぞれの損失量を用いて，負荷整合による損失量は，式
(10)となる。 

 

ATPIHSNMPM ellel −−−= )(  
 
④ その他の損失量 

(汚れ・劣化，システム定格容量不足など)： 
その他の損失量に関しては，傾斜面日射量に対応し

た，Standard Performance line(標準出力電力量)と
Ideal Performance lineとの差であるため，次式(11)
で表せられる。 
 

IPASPO eel −=  
 
⑤ 温度上昇による損失量： 
温度上昇による損失量は，モジュール特有の温度係

数(標準状態 25℃を基準とした温度特性を表した係
数)を用いて，式(12)で表させる。温度補正前後のアレ
イ出力電力量との差である。損失量が負の場合は，低
温度(25℃以下)によりゲインに働くことを示す。 
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⑥ 直流回路損失量： 
直流回路による損失は，Ideal Performance line eIP

とBest Performance lineの差により定義されている
ため，それぞれの傾斜面日射量に対応値を用いて式
(13)で表される。 
 

BPITPA eel −=
  

⑦ パワーコンディショナスタンバイ損失量： 
低日射時には，入力エネルギー量である傾斜面日射

量があるにも関わらず，アレイ出力電力量(アレイ出
力電圧等)が低いため，インバータなどのパワーコン
ディショナの起動条件を満たせずに立ち上がらない
状態がある。これを，パワーコンディショナが，スタ
ンバイ状態のために生じる損失と仮定する。ただし，
入力エネルギー量である，傾斜面日射量は0でないた
め，アレイ面に到達するまでの損失量を考慮し，日陰
損失量，入射角依存性損失量，その他の損失と標準出
力電力量を用いて式(14)より求める。ただし，現時点
のモデルでは，扱っているデータの最小サンプリング
が1時間値である以上，停止時間が1時間以上で無い
場合は，この損失は負荷整合に含まれてしまうことに
注意が必要である。 
 

(3) 

(4) 

(5) 

(6) 
(7) 
(8) 
(9) 

(10) 

(11) 

(12) 

(13) 
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⑧ インバータ効率による損失量： 
インバータ効率による損失量は，インバータ前後の

電力量差より，アレイ出力電力量とシステム出力電力
量との差により式(15)より求める。 
 

PAC eel −=  
 
⑨ Unknown factor： 

1 時間値損失量を求める処理中に避けられない異
常データが存在する。これは，計測エラーや損失分離
時の誤差などである。各損失量は基本的に負の値(ゲ
イン)にはならないため(温度は除く)，その場合の処理
が必要となってくる。しかし，損失量トータルの絶対
値は変化しないため，どこかしらに含まれる。通常，
日陰や入射角依存性損失量の推定誤差は，負荷整合に
しわ寄せがいく。負荷整合で補い切れない場合は，そ
の他損失含まれる。しかし，入力エネルギー量である
傾斜面日射量よりも出力エネルギー量であるシステ
ム出力電力量が大きい場合は，日射エネルギー以外の
何らかのゲインが得られたことになる。低温度による
ゲインが考えられるが，それ以外の場合は，原因不明
のゲインとして Unknown factor を導入している。
主には計測エラーであると考えられる。 
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図6 1 時間値算出モデル 

 
4.  NEDO フィールドテストの解析結果 
日本品質保証機構(JQA)により，NEDO フィール

ドテスト(FT)事業(公共用)の計測データが，1995年4
月から2001年12月まで，計測期間は4～5年で入れ
替わるが，全187サイトについて纏められている。全
サイトの計測期間内についてSVにより解析した結果
の平均を図7に示す。損失割合の結果より，負荷整合
の損失および，その他の損失が目立って多いことが分
かる。経年的な特性は，数年程度では，見られなく，
ほぼ一定であった。この結果は，標準的なPVシステ

ムの設計時のパラメータとしての利用が期待できる。 
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図7 NEDO FT 解析結果 1995/4～2001/12 

 
5.  SV 法の妥当性検証 
5.1  日陰による損失 

AIST(産業技術総合開発研究所)の70kWPVシステ
ムについて，1996/1～1997/12までのデータを解析し
たSV法と魚眼写真解析法との比較を行った。魚眼写
真解析法は，AIST，TUAT，JQAの協同で研究され
ている，日陰による影響を定量的に評価する方法であ
る。システムは，30kW と 40kW の 2 ブロックに分
けて設置されており，木々による影響で，冬季日陰が
よくかかる傾向にある。比較検討結果を図8に示す。 
結果から，両者の推定値に若干差が出ていることが

分かる。要因としては，魚眼写真解析法による日陰補
正係数は，建物などの影の影響について，影と判断し
た場合，モジュールに少しでもかかる場合に一枚分の
直達成分を遮ってしまうように計算している。SV 法
では，日陰の影響を分離する時に，日陰によりアレイ
出力に影響がでる程度を反映している。そのため，魚
眼写真解析による結果の方が極端な結果を示してい
る。逆にSV法では，日陰以外の誤差も含み得るため，
春から夏場にかけても，日陰補正係数が安定しない。
日陰を完全に定量的に評価することは困難であるた
め，正確にどちらが正しとはいえないが，違う方法で
の評価結果の傾向が一致していることから，評価結果
の妥当性は示せたと考えられる。 
 

0.84
0.86
0.88
0.9

0.92
0.94
0.96
0.98

1

19
96

/ Ja
n

19
96

/ Mar

19
96

/ May

19
96

/ Ju
l

19
96

/ Se
p

19
96

/ Nov

19
97

/ Ja
n

19
97

/ Mar

19
97

/ May

19
97

/ Ju
l

19
97

/ Se
p

19
97

/ Nov

日
陰

補
正

係
数

SV法
魚眼写真解析

0.84
0.86
0.88
0.9

0.92
0.94
0.96
0.98

1

19
96

/ Ja
n

19
96

/ Mar

19
96

/ May

19
96

/ Ju
l

19
96

/ Se
p

19
96

/ Nov

19
97

/ Ja
n

19
97

/ Mar

19
97

/ May

19
97

/ Ju
l

19
97

/ Se
p

19
97

/ Nov

日
陰

補
正

係
数

SV法
魚眼写真解析

 
 

図8 魚眼写真解析とSV法による日陰補正係数の比較 

 
5.2  汚れによる損失 
 東京のサイトにおいて，システム出力係数に経年変
化がみられる 20kW のシステムについて，汚れによ
る損失の現地汚れ定量化試験とSV法解析結果の比較

(14) 

(15) 



検討を行った。システムは，アレイ１，アレイ2の2
面について検討した。 

SV法により解析を行った結果，図9，図10に示す
ようにその他損失に経年変化特性がみられた。1996/1
～2001/11の解析結果であるが，データ収集状況が悪
く欠測が多いため，1ヶ月のデータが揃っている期間
のみの結果を示している。季節ごとに変動はあるが，
月別に見ると経年劣化している事が分かる。また，他
の補正係数には変動がなかったため，システムの経年
特性は，汚れ等の影響を含むその他損失であると推測
できる。表1に測定当日から最近3ヶ月のその他補正
係数と，現地汚れ定量化試験により求めた，汚れ補正
係数を示す。結果より，定量的に非常に良くあってお
り，SV 法での解析結果の妥当性が示せた。その他損
失には，モジュール劣化の影響も含まれるが，実測値
より簡易的に評価した結果では，その傾向は見られな
かったため，有用性を示すには，十分の結果だといえ
る。SV法により異常サイトのスクリーニングを行い，
実測による汚れの影響を分離可能となれば，解析結果
を利用して，モジュールの劣化特性なども推測する手
法としての可能性も秘めている。 
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図9 その他の補正係数経年特性(アレイ1) 
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図10 その他の補正係数経年特性(アレイ2) 
 

表1 実測とSV 法解析結果比較 
 

その他補正係数 アレイ1 アレイ2
2001年9月 0.704 0.797
2001年10月 0.744 0.854
2001年11月 0.741 0.859

汚れ補正係数 0.745 0.852  
 
6.  SV 法のシステム管理ツールへの応用 

SV法により，システム損失を分離することにより，

システム運転状態を把握でき，故障診断を含めた，シ
ステム管理ツールとして応用できることが容易に想
像できる。 

 
6.1  電圧上昇抑制運転の実例との比較 

図 11 に福岡県のサイトの解析結果を示す。このサ
イトは，JQA により現地調査がおこなわれており，
調査結果より，2001/7～9の間で受電電圧の上昇など
がみられ，電圧上昇抑制機能が働いたと考えられてい
る。図12は，2001/8の相関図を示しており，ばらつ
きが多く見られる。結果より，上記事例があったと思
われる月には，負荷整合の損失が増加する傾向にあっ
た。他の年にも同月付近でも同様の傾向が見られるこ
とから，電圧上昇抑制機能が，働いていたことが，予
想される。このように，負荷整合の変動により，シス
テム損失だけではなく，運転状態の把握が可能となり，
システム管理ツールとしての応用が期待できる。 
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図11 実例のあったサイトの SV 法解析結果 
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図12 相関図 2001/8 

 
6.2  アレイ定格容量不足の実例との比較 
アレイ定格容量不足の見られるサイトと SV 法に

よる解析結果の比較を行った。新潟県にあるPVシス
テムは，アレイ定格容量不足があることが調査済みで
ある。当サイトの SV 法による解析結果を図 13 に示
す。解析結果より，その他の損失が年間通して大きく，
年平均でも14％であった。図14に示すように。補正
係数の経年特性においても，設置年月が 1998/2 であ
るため，1998/4 の計測開始初期時を基準に上位を通
るように直線を引くと，0.88～0.92程度の包絡線を描
くことができる。このことから，容量不足問題は，8％



～12％程度であると予想できる。 
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図13 傾斜面日射量とアレイ出力電力量との相関図 
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図14 容量不足のあるサイトの解析結果 

 
7.  ソフトウェアの作成 
 SV法を広く利用してもらうために，Windows用ソ
フトウェアを作成して，公開をおこなっている。フリ
ーウェアで，黒川研究室 Web page 上よりダウンロ
ードできる。 
 
http://www.tuat.ac.jp/~kurochan/cgi-bin/sv/sv_regist.html 
http://www.tuat.ac.jp/~kurochan/cgi-bin/sv/secure2/form/c
ertification.cgi 

 
8.  まとめ 

本研究では，PV システムの計測データを用いて，シ
ステム損失の評価を行うことができる，SV 法の開発・改
善をおこなってきた。全体のアルゴリズムを再構築した
上で，体系化し纏め，特に1ヶ月の損失率を決定する方
法や，Performance line の導入などにより，明確かつ，
物理的に意味のあるモデルを作成した。更に，これまで
のシステム損失分離項目に加えて，入射角依存性によ
る損失，直流回路損失，PC スタンバイ状態における損
失の３つについて分離を可能とした。 

次に全国規模かつ，長期にわたり計測されているフィ
ールドでのＰＶシステムのシステム損失を定量的に評価
することにより，PV システムの標準化をおこなった。そ
の結果，一般的な PV システムの設計パラメータとして
応用できることを示した。 

SV 法による評価の妥当性としては，魚眼写真解析法
により，日陰補正係数について検証を行った。また，汚
れに関する損失評価より，その他補正係数の検証を行

った。結果として，共によく傾向が一致しており，妥当性
をはかることができた。 

また，JQA により纏められた，フィールドテストの運転
状況の現地調査による実例とSV 法の解析より，本手法
利用によるシステム管理技術への応用を示した。具体的
には，電圧上昇抑制機能が働いていると疑わしいサイト
の，運転計測データを用いた評価結果より，負荷整合お
よび，PC スタンバイ損失の傾向より判断できることが示
せた。また，実例の中でアレイ定格容量不足サイトの情
報があり，SV 法による評価と比較検討した結果その他
の損失が非常に増加する傾向にあった。これにより，近
年重要な研究テーマとされている，フィールドにおける
PV システムの定格判断，判定方法として応用できること
を示唆できた。2つの結果は，システム損失だけでなく，
運転状況を把握できることを意味し，運用管理ツールと
して非常に有用であることの裏づけとなった。 

最後に，SV 法汎用性ソフトウェアの開発を行い，広く
一般に使用して頂くためにWeb 上で公開を行った。 

本研究の成果により，PV システムの評価方法である，
SV法の有用性が示せ，更なる普及に重要な課題である，
長期運転における信頼性を向上させる一助となると自負
する。 

 
記号 

 
• PAS      : システム定格  [kW] 
• αPmax   : 温度係数   [W/°C] 
• HA       : 傾斜面全天日射量  [kWh/m2] 
• HAb      : 傾斜面直達日射量  [kWh/m2] 
• HAd      : 傾斜面散乱日射量  [kWh/m2] 
• HAr      : 傾斜面反射日射量  [kWh/m2] 
• EA       : アレイ出力電力量  [kWh] 
• EP       : システム出力電力量  [kWh] 
• TC       : モジュール温度  [°C] 
• EAT      : 温度補正後アレイ出力電力量 [kWh] 
• EIP      : 理論アレイ出力電力量  [kWh] 
• EII       : 入射角依存性対応アレイ出力電力量 [kWh] 
• EAS      : 標準アレイ出力電力量  [kWh] 
• LHS     : 日陰損失量   [kWh]  
• LPI     : 入射角依存性損失量  [kWh] 
• LPI     : 入射角依存性損失量 (直達成分) [kWh] 
• LPI     : 入射角依存性損失量 (散乱成分) [kWh] 
• LPI     : 入射角依存性損失量 (反射成分) [kWh] 
• LPM      : 負荷整合損失量  [kWh] 
• LPT      : 温度による損失量  [kWh] 
• LPA       : 直流回路損失量  [kWh] 
• LPO      : その他の損失量  [kWh] 
• LCS     : PCスタンバイ損失量  [kWh] 
• LC      : インバータ損失量  [kWh]  
• LErr     : Unknown factor  [kWh] 
• RHS     : 日陰損失率   [−] 
• RPI     : 入射角依存性損失率  [−] 
• Rg      : 散乱比   [−] 
• β        : アレイ傾斜角  [deg] 
• θ       : 入射角   [deg] 
• θed       : 入射角依存性対応角(散乱成分) [deg] 
• θer       : 入射角依存性対応角(反射成分) [deg] 



太陽電池モジュールの電磁波反射・吸収特性に関する研究 
 

修士 2 年 山口 智彦 
 
 
1. はじめに 
近年，建築物の外壁に色彩の多彩性，耐久性，

メンテナンスの容易さから太陽電池（PV）を建
材としても使われるようになってきた。しかし，
PV モジュールは表面がガラスであるため，高層
ビル等の外壁に設置すると電波を反射してしま
う。特に TV 波においては，TV 塔からの直接波
とビルの外壁からの反射波が干渉し，近隣の住
宅等にゴースト現象等の電波障害を引き起こし
てしまう。そのため，その対策に莫大な費用が
かかってしまう。そこで本研究では，その問題
を解決する手段として，電磁波吸収モジュール
の作製および現在の PV モジュールを用いた電
磁波吸収方法を提案し，実験およびシミュレー
ションによりその効果を検証した。 
 
2. 実験方法 
2.1 アンテナを組み込んだ PV モジュール 

PV モジュールによる電波障害を抑制するた
めに，太陽電池セルでループアンテナを形成し
モジュール内にアンテナを組み込ませた新型
PV モジュールを作製した。ループアンテナとは，
ループ長と一致する波長の電磁波を吸収する。
この PV モジュールのテレビ波の周波数に対す
る電磁波反射・吸収特性を調べるために，通信
総合研究所(CRL)の大型暗室において実験を行
った。実験では，PV モジュールとアンテナの間
の電界強度を 30cm 毎に測定し，空間定在波法を
用いて，PV モジュールの反射係数および反射波
の位相を算出する。 

 
図 1 電磁波吸収モジュール 

 
3. シミュレーション方法 
3.1 電子素子を用いた電磁波吸収方法 
モジュールの出力端に電子素子(コイルやキャ

パシタンス)を接続してモジュールのインピーダ
ンスを変化させ，反射波の位相も変化させる。

位相差がπ[rad]になったとき完全に打ち消し合
うことができる。なお，電子素子を接続する場
合，PV モジュールの発電した直流電力を妨害し
てしまう恐れがあるため，モジュールに対して
並列に接続する。 
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図 2 電子素子を用いた電磁波吸収方法 

 
3.2 壁面を利用した電磁波吸収方法 
一般的に高層ビルの壁面に PV モジュールを

設置する場合，発電性能よりもデザインを優先
する設置方法を取るため，壁面に対して水平に
モジュールを設置するケースが多い。この手法
では，裏面材がアルミテドラーでできているモ
ジュールは電磁波を透過しないため壁材を考慮
する必要が無いため，裏面材が PET でできてい
るモジュールを用いてシミュレーションを行う。
また，PV モジュールを壁面に設置する際，その
壁面の壁材はコンクリートでできていることが
多いので，壁材をコンクリートとしたときと壁
面に電磁波が完全反射するように反射板を設置
した場合との 2 つの場合においてシミュレーシ
ョンを行う。PV モジュールはすべて誘電体でで
きているので，モジュールを 1 つの誘電体と見
ることができる。 

Reflector

PV module

 
図 3 壁面を利用した電磁波吸収方法 



4. 研究結果 
4.1 実験結果 
ループアンテナを組み込んだ PV モジュールの
出力端に高周波電流をアースへ流す回路を接続
して実験を行った。また，この高周波回路の効
果を確かめるために直流負荷のみを接続した場
合においても実験を行った。その結果を表.1 及
び 2 に示す。この結果から分かるように高周波
回路を接続してもしなくてもそれほど大きな違
いがないことが分かる。しかし，現在の標準的
なPVモジュールと比較する[1]と透過波が無くな
り，反射係数が増えていることが分かる。これ
は今まで透過していた電波が反射に変わってい
ることを表している。モジュールの出力端での
高周波電流のインピーダンス整合もしくは除去
ができれば反射係数も小さくなり，電波吸収体
に近づくと思われる。 

表 1 直流負荷のみ 
100MHｚ 105MHz 110MHz 115MHz 120MHz

定在波比 2.600 3.043 2.078 1.864 1.656

反射係数 0.444 0.505 0.350 0.302 0.247

位相 3.037 3.487 3.958 4.702 3.707

減衰量 -7.044 -5.928 -9.112 -10.412 -12.144

透過係数 0.000 0.007 0.041 0.258 0.073  
 

表 2 高周波回路アース接続 
100MHｚ 105MHz 110MHz 115MHz 120MHz

定在波比 2.778 2.907 1.940 1.488 1.723

反射係数 0.471 0.488 0.320 0.196 0.266

位相 3.246 3.047 3.267 3.969 3.958

減衰量 -6.547 -6.230 -9.903 -14.147 -11.518

透過係数 0.000 0.000 0.004 0.147 0.029  
 
4.2 シミュレーション結果 
4.2.1 電子素子を用いた電磁波吸収方法 
電子素子であるコンデンサをモジュールの出

力端に並列に接続し，その容量を 1[pF]～
200[pF]まで変化させた時のモジュールの電磁
波吸収能力をシミュレートした。その結果を図 4
に示す。この結果から分かるように，コンデン
サ容量を増加あせると反射係数も大きくなり，
減衰量が減少していく傾向があることが分かっ
た。 
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図 4 電子素子を用いた電磁波吸収方法 

4.2.2 壁面を利用した電磁波吸収方法 
 壁面(コンクリート壁)に直接PV モジュールを
設置した場合とモジュールと壁面の間に反射板
を設置した場合について解析を行った。その結
果を図 5 に示す。ここで，横軸の距離はモジュ
ールと壁面もしくは反射板までの距離とする。
図 5 ら分かるように，全てのモジュールと反射
板の距離を均一にして，反射板との距離を変化
させると電波はほとんど反射してしまう。そこ
で，標準的な PV モジュールとループアンテナを
組み込んだ PV モジュールを組み合わせて同様
のシミュレーションを行った。その結果，図 6
に示すように，特に反射板を設置する方法で大
きな効果が得られた。 
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図 5 全てのモジュールと壁との距離均一 
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図 6 異なったモジュールを組み合わせた方法 

 
5. まとめ 
近年太陽電池が建材としてビルの壁面に設置

されることが多くなっており，これによって近
隣の住宅に電波障害を引き起こしてしまっては，
今後の普及に大きな影響を与えてしまう。本研
究では，太陽電池セルでアンテナを形成するこ
とで PV モジュールに電波吸収能力を付加させ
た新型モジュールを開発した。また，PV モジュ
ールをコンクリート壁面に設置すれば，より大
きな減衰が得られることが分かった。しかし，
実際にはコンクリート壁の内・外部に物質があ
るので，その物質によって反射波が異なってく
る。今後は，コンクリート壁の表面に反射板を
設置する方法について検討する必要がある。 



写真測量法による太陽光発電システムの日照障害特性の推定 
 

登守利征(M2) 
 
 
１．はじめに 
 最近，日本では一般家庭の屋根や都市部のビ
ル壁面に PV アレイを設置する事例が増えてき
ている。屋根はスペースが限られており庭木の
影響をうけやすい，都市部は建築物が密集して
いるなどの理由から，影がかかりやすく発電性
能への影響が懸念される。これらのことから，
影の定量評価を含めたシステム評価の必要性が
今後高くなってくると考えられる。 
 影を定量的にとらえるには，障害物とアレイ
の位置関係を把握しなければならない。それに
は詳細な障害物測量を行わなければならないが，
専門知識・器具・人員・費用などが必要となる。
また，PV アレイは高所に設置されることが多い
ので，測量作業時の足場の問題もある。そこで
本研究では，離れた場所から高所に登らずとも
周囲環境を写真測量し，アレイ上での影の大き
さ・位置を推定することで，影の影響評価をす
ることを目的とした。 
 
２．研究方法 
２.１ 影の推定方法 
 処理の流れについて概念図を図 1 に示す。 
①魚眼写真を 2 地点で撮影し，各写真において
同一と判別した物体の特徴点のずれから，三角
測量法を用いて障害物の位置，高さを求める 
 魚眼写真とは，水平方向360°，垂直方向180°
の広角写真のことで，カメラに魚眼レンズを装
着して撮影するだけで得られる。これを使用し
たのは，枚数が少なくでき，撮影作業が簡便，
単純化できると考えたからである。 
②任意時間における太陽の位置を計算する 
③障害物と太陽の位置関係から PV アレイにど
のような影がかかるかを推定する 
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図 1 影推定方法の概念図 

２.２ 日陰補正係数の算出 
 ２.１より推定した影を定量的に評価するため
に，本研究では日陰補正係数 KHS を用いる。KHS

は日陰がない場合の日射量に対する日陰がある
場合のアレイ面日射量の割合を表す。以下のよ
うに算出できる。 
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ArAdAbS
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H
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K
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 Rs はアレイ全体に対する影の面積率の瞬時
値 Rs(t)のある期間内の平均値である。Rs(t)は２.
１で推定した影の位置を元に判断する。本手法
では瞬時毎の影の形状を推定できるので，Rs(t)
の時間変化が定量的に推定できる。本手法の有
用性はここにある。 
 
２.３ 発電電力量の算出 
 影のシステムへの影響評価のために，発電量
を求める。発電量の算出には，パラメータ分析
法を用いる。パラメータ分析法とは，入力と出
力のエネルギーの比を補正係数として表すこと
により，非線形な PV システムの動作を線形と
して考える分析法である。システム全体の補正
係数は総合設計係数 K と呼ばれ，構成要素全て
の補正係数の総積で定義される。発電電力量は
以下のようになる。 

KGHPE SAASP ・・ /=  
 
 
 
 
 
 
 
 影以外にも，セル温度で決定される温度補正
係数 KPT，インバータ変換効率から決定されるイ
ンバータ補正係数KCも別途算出し，Kを求める。 
 
３．実験 
３.１ 影形状推定 
 考案した影推定法の妥当性確認のため，簡単
な障害物の影を推定した。ビルなど建造物を想
定し，障害物として 94[cm]×34[cm]×19[cm]の
直方体を用意した。これを東京農工大 3 号館屋
上（東経 139°31′、北緯 35°41′）に配置し，

Ｈin：日陰有アレイ面日射量(kWh 期間-1) 

Rs：アレイ全体に対する影の面積率 
HA，HAb，HAd，HAr：日陰なしアレイ面全天，
直達，散乱，反射日射量(kWh 期間-1) 

EP：発電電力量(kWh 期間-1) 
PAS：標準状態における太陽電池アレイの出力 

(kW) 
HA：ある期間に得られるアレイ面日射量 

(kWhm-2 期間-1) 
GS：標準状態における日射強度(1kW m-2) 



魚眼写真を違う位置（撮影点間距離 40[cm]）か
ら 2 枚撮影し，2.1 の手順で影を推定した。結果
を図 2 に示す。 
 画面は障害物とその影を真上から見ている。
青丸の部分が撮影位置である。画面左上の白抜
きの長方形が障害物、そこから伸びる網掛けの
多角形は推測した影，それとすこしずれている
赤色の直線で囲んだ部分が実測の影である。誤
差は影の長さについて 6[%]以下，角度について
3.5[%]以下になった。これにより本研究の影形状
推定法の妥当性が確認できた。 
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図 2 日影形状の実測と推定の比較図 

 
３.２ 日陰補正係数および発電量推定 
 図 3 に示すような北緯 35°46′，東経 139°
31′に設置されている 4.2[kW]のシステムにお
いて，日陰補正係数および発電量を求めた。ア
レイは南から東に 30°の方向を向いており，傾
斜角は 12.5°である。図中において，赤で囲ん
だ部分にアレイがある。影の主な原因は黄緑で
囲んだ樹木である。 
 
 
 
 
 
 
 

図 3 評価システムおよび撮影魚眼写真 
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図 4 発電電力量の実測値と推定値 

 
 図 4 にシステム発電電力量の月間値の実測値
と推定値を示す。各月で多少の誤差があるが，

値の推移は良好に捉えられており，影を考慮す
ることで発電量推定精度が向上していることが
わかる。年間値では，実測値 3435[kWh]，推定
値 3740[kWh]で誤差は 8.9[％]となった。このこ
とから推定法の有用性の確認できた。 
 
３.３ 設置予定システムの発電電力量推定 
 本手法を用いて，香港の Whanchai Tower に設
置予定の PV システムの性能評価を行った。図 5
のように，赤線で示した Whanchai Tower の周り
には，ビル（紫破線）が林立しており，影のか
かりやすい設置場所となっている。緑点の部分
で魚眼写真を撮影した。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 5 Whanchai Tower の周辺図 
 
 ビルの北側壁面に20[kW]のアレイを垂直に設
置したときの推定した月別発電量，日陰補正係
数を図 6 に示す。発電量が夏場に落ちているの
は，アレイを垂直に壁面に設置したために入射
日射量が少なくなったためである。日陰補正係
数は影の影響で冬場小さくなっている。本手法
を用いれば，以上のようなことが PV の設置前
に推定可能になる。 
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図 6 Whanchai Tower 壁面システムの推定結果 
 
４．まとめ 
 障害物の写真測量を行い，影を推定し，発電
電力量を算出する手法を示し，その妥当性を示
した。結果，本手法を用いれば，影の影響の大
きい既設置システムの評価や設置予定システム
の発電量推定に有効なことを示した。 

N 



PV インバータの全ディジタル制御 
修士 2 年 山下智幸 

 
1． はじめに 
ディジタル制御技術が急速に進む昨今，太陽光発電

(PV)業界においても分散電源の同時制御技術や，AC モジ
ュールのように小型で高精度かつ系統連系保護装置等を
組み込んだインバータ(MIC)の実用化が期待されている。
また制御機器本体としてはここ数年，DSP(Digital 
Signal Processor)と CPU を内蔵したチップや，いくつ
かのチップを統合したマルチチップ方式が登場し機器は
小型，高性能になってきた。しかし未だアナログ回路や
外付け回路に頼る部分もあり，さらなるディジタル化が
期待されている。そこで本研究では豊富な周辺機能を内
蔵したマイコンを用い，PVインバータの全ディジタル制
御を目指している。使用しているデバイスはマイコン 1
つだけである。 
制御項目としてはインバータの基本動作に加え，

MOSFET 等による系統センサ高周波 PWM(Pulse Width 
Modulation)方式，高調波，系統連系保護，単独運転防止
機能などが挙げられ，PC上プログラム変更のみで制御可
能なソフト技術が焦点になる。本論文では基本動作，高
調波，系統センサ PWM，定電圧制御、定電流制御、暫
定 MPPT 制御、電流フィードバック制御などを検討し、
これらすべての制御をソフトウェアのみで実現すること
が可能になった。 
 
2． 制御様式 
 制御の流れについての概略図を図 1 に示す。ここでは
PV を DC 電源で模擬し，メインスイッチには 100W 耐圧
MOSFET を使用した。出力には30/100VA トランスをつけ，
負荷としては抵抗、ACファンを用い1次側２次側に電圧
電流センサを付け加えた。コアとなるマイコンはSuperH
（日立製）でAD変換器、DA変換器、タイマカウンタなど
豊富なモジュールを多数搭載した組み込み型のRISCマイ
コンである。 
 流れとしては，電圧、電流をセンサし PWM データを調
整演算後ゲートへ送りスイッチングさせる。出力ポート
は一本でありここですべての制御が実現される。 
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Fig.1  Control schematic of the PV inverter. 

 
3． 出力波形の品質 
3.1 高調波 
インバータ出力波形を図 2に示す。出力電圧は100vrms，

50Hzであり，負荷として抵抗を用いた。また右図が各高
調波における電圧のひずみ率（THD：Total Harmonic 
distortion）になり一般に，系統の交流電力を直流電力
に変換する過程で高調波は生まれ，第 3,5,7 調波が発生
する。ここでは予めレジスタに格納した PWM を用いてス
イッチングさせているためフィルタ通過後の波形は系統
に比べて良好なものになった。 

 

Fig.2 Out-put sin wave and harmonization 
 

検出後、THD=0.0288が得られ高調波はガイドライン規
定以下であることが確かめられた。各次高調波も3%未満
に成り，60Hz についても同様に THD は 5%未満になった。
ノイズ対策のために電源ライン、信号ラインは個別にし、
パスコン、終端抵抗、クロストーク防止、入力カップリ
ングコンデンサを付加している。 

 
3.2 変換効率 
 作成したインバータの変換効率を図 3 に示す。制御電
源を別に取り、スタンバイ損失3wの時平均して96%前後
の効率になった。トランス付加では、平均87%になること
が確認された。インバータ基板は自作したものを用い、
duty比は50%、キャリア周波数は20kHzである。 
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Fig.3 Effect of conversion efficiency. 



  

4． 系統センサPWM 
4.1 PWM 生成方法 

アナログで PWM を得る場合は正弦波と三角波を比較

する方式が一般的でありディジタルで生成する場合も同

様である。独立形の場合は系統波形が存在しないために

予めデータ化した PWM を出力するが、連系形は系統を

センサして PWM を生成する。ここで図 4 には系統セン

サ PWM のフローチャートを示す。 
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Fig.4 Method of synchronous. 

 

 系統波形をマイコンの入力レベルに調整し AD 変換

を開始する。変換後、データをパルス指令有効値に調整

し PWM の指示値とする。ここで PWM は 20kHZ である

ためデータの調整時間は 50us 以内でなければならない。 

 

4.2 実験結果 
 系統センサPWM結果波形を図5に示す。 

 
Fig.5 Out put sin wave of grid senser. 

 
 ここではch1 が得られたPWM になり ch2 は系統電圧波
形、ch3 は出力電圧波形、Ch4 は 2 次側電流波形になる。
ここでch2､ch3は同期して出力されている。Ch3のゼロク
ロス付近が滑らかでないのは波形が早いためにADサンプ
リング数が最大値、最小値に比べて少ないためである。 
 

5． 定電圧・電流制御 
連系型では定電圧制御が必要になり出力波形のセンサ

のみで制御が可能である。フローとしては 1 周期内で最
大値を検出し、指令値と比較、データ調整後PWMのduty、
キャリア周波数を変更する。電流制御も同様にパルスの
振幅を調整することにより制御が可能でありどちらもリ
アルタイムでコントロール可能である。 

6． 暫定 MPPT 制御 
 太陽電池は I-V カーブ特性を持ち日射量に応じて変化
するため常時最大出力点を検出する制御（MPPT制御）が
必要になる。ここでは 5 で検討したインバータ 2 次側の
電圧電流センサ制御を応用して暫定的なMPPT制御を行っ
た。フローとしては電圧電流波形1周期内でそれぞれMAX
点を検出し最大電力値を求める。指令値と比較したらPWM
の duty、キャリアを変更し電力点を変更する。 

 
Fig.6 Out put wave of MPPT control. 

 

 図 6 では検討した MPPT 制御についての結果を示す。

図 6 左図では任意の時刻で PWM の duty を変化させた時

の出力波形を示しており ch2 が系統、ch3 が出力波形、ch4

がトリガになりトリガと同時に PWM が変更されている

のがわかる。右図では 100v 出力時の duty 変化による波形

を ch3 で示しており実験では PWM 変更の瞬間も正常に

スイッチングをすることが確かめられ MPPT 制御は成功

した。 

7． まとめ 
 本研究では，将来，実用化するであろうACモジュール
制御や分散電源の同時制御などに向けPVインバータがす
べてディジタルで制御ができるよう検討し結果として上
記制御項目が全てワンチップでコントロール可能な事が
確認できた。また本研究はNEDOの地域新生コンソーシア
ム計画の一環として行われ制御、インバータ基板ともに
自作しICEを用いて精度の高いデバッグで検証を行った。
図7にシステム概要図を示す。  

 
Fig.7 Inverter control circuit made in Tuat & Yem 



太陽電池単セルを用いた超小型電源装置の開発 
 

竹内 一平(B4) 
 
 
１．背景と目的 
太陽電池は太陽光エネルギーを電気エネルギ

ーに直接変換でき、構成が簡単で排気ガスや騒
音が発生しないなど非常に優れた特徴がある。
携帯機器を太陽電池で充電する場合、太陽電池
セルを直列接続して太陽電池モジュールを構成
し、二次電池の充電電圧を得ていたが携帯機器
用太陽電池モジュールのサイズは小さいためモ
ジュール作製に手間とコストを要していた。そ
こで、モジュールの代わりに、太陽電池１セル
を使用することでコスト低減をねらった。 
太陽電池１セルの出力電圧は最大で0.6V程度

であり、このままでは二次電池の充電や電子回
路を動作させることができない。昇圧回路で太
陽電池の出力電圧を昇圧する必要があるが、昇
圧回路自体も電子回路であるため、太陽電池１
セルの出力電圧では駆動できない。太陽電池１
セルの出力電圧の昇圧方法が課題となっていた。 
昇圧回路の動作に必要な電力を二次電池から

供給し、単セル出力の昇圧出力により二次電池
を充電するとともに携帯機器にエネルギーを供
給する１W程度のシステム構成について検討し
たので報告する。 

２．システム構成 
本システムの構成を図１に示す。システムは太

陽電池単セル、昇圧回路、二次電池、最大電力
点追従 (Maximum Power Point Tracking: 以下
MPPT)制御回路、昼夜判別回路、定電圧制御回
路から構成した[1][2]。太陽電池は多結晶シリコ
ンの１セルのみを使用した。昇圧回路はブース
トコンバータとした。二次電池は携帯機器に適
したリチウムイオン電池を想定した。リチウム
イオン電池の過充電を定電圧制御回路により防
止した。充電電流は太陽電池の最大出力時でも
二次電池の電流制限を超えないシステム設計と
し、充電電流の制御を不要とした。 
システムの動作について説明する。昼夜判別

回路は光センサによりシステムへの照射光量を
測定し、日中など発電ゲイン[1]が期待できると
判断した場合、二次電池から昇圧回路に電力を
供給する。太陽電池はMPPT制御回路により常時、
最大電力を発電している。定電圧制御回路は昇
圧電圧を監視して、昇圧電圧が設定電圧を超え
た場合、昇圧回路内の昇圧回路駆動回路にフィ
ードバックし、ＰＦＭ制御を行う。 

３．システム評価 
本研究で考案したシステムの諸特性を実験に

て評価した。 

３.１ 充電可能電圧 
 システムが二次電池を充電するために必要な
太陽電池の出力電圧範囲について評価を行った。
定量的な評価を行うため、太陽電池、二次電池
を定電圧源に置き換えた。太陽電池出力電圧を
0.0Vから0.6Vまで変化させて、二次電池の充電
電流を測定した。二次電池電圧は4.2Vとした。 
太陽電池の出力電圧と二次電池の充電電流の

関係を図2に示す。太陽電池出力電圧が約0.3Vを
超えると太陽電池出力は昇圧回路により昇圧さ
れ、定電圧制御回路により4.2Vまで二次電池を
充電することができた。しかし、太陽電池の出
力電圧が約0.3V以下の場合は、システムを動作
させるために二次電池から供給される電力がシ
ステムに入力される太陽電池の出力電力より大
きいため発電ゲインが得られず、二次電池を充
電することができなかった。 
 太陽電池単セルは、快晴時において0.5V程度
の出力電圧が見込まれる。上記の結果より、シ
ステムは入力電圧が0.3V以上で動作するため、
システムは太陽電池単セルで動作し、二次電池
を充電できることが検証された。 

定電圧制御
回路

昼夜判別
回路

太陽電池
単セル

昇圧回路 二次電池

電力の流れ
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回路
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(電圧・電流の監視)

PWM

 
図１ システム構成のブロック図 
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図2 充電電流－太陽電池出力電圧特性 



３.２ MPPT制御の有効性 
 太陽電池の出力電力をMPPT制御することの
有効性を実験にて評価した。定量的な評価を行
うため、人工太陽を用い日射量を変化させた。
制御簡易化のため、P-V特性の温度補正は省略し
た。また、PWM信号の周波数は10kHzとし、二
次電池電圧を4.2Vとした。マイコンの動作周波
数が10MHzのとき、マイコンの消費電力は9mW
であった。MPPT制御の有無による太陽電池の出
力電力について比較した。MPPT制御を行わない
場合は昇圧回路をPWM制御せず、デューティ比
を一定で駆動した。 
実験結果を図3に示す。日射量が大きいときは

デューティ比一定で昇圧回路を駆動しても、
MPPT制御を行ったときと同等な電力が得られ
たが、日射量が小さくなるとMPPT制御を行うこ
とにより、約3倍大きな出力電力を得ることがで
きた。これより、MPPT制御を付加することの有
効性が検証された。 
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図3 出力電力－日射量特性 
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図4 充電特性 

３.３ 充電特性 
3.7V、50mAhのリチウムイオン電池を用いて

システムの充電特性を評価した。充電時間によ
る二次電池電圧と充電電流を測定した。日射量
は20mW/cm2とし、システムにMPPT制御を付加
し太陽電池からは常に最大電力を出力させた。 
測定の結果、図4に示す充電時間と二次電池電

圧、充電電流の特性が得られた。時間が経つに
つれて二次電池電圧が増加し、定電圧制御回路
により4.19Vで充電が終止した。これより、リチ
ウムイオン電池の充電終止電圧4.20V±1%の範
囲内であるので定電圧制御回路の有効性が検証
された。 

４．まとめ 
 太陽電池単セルを電力源としたシステム内部
の二次電池を充電する充電回路を検討し、実験
により評価を行った。太陽電池は作製に手間と
コストの要するモジュールではなく１セルとし
た。太陽電池１セルの出力電圧は小さいため、
二次電池からの電力供給で昇圧回路を駆動させ、
太陽電池の出力を昇圧し二次電池を充電する構
成とした。 
システムは太陽電池１セル、昇圧回路、二次

電池、MPPT制御回路、昼夜判別回路、定電圧制
御回路から構成した。太陽電池の出力電力が約
0.3V以上のときに、昇圧し充電することができ
た。MPPT制御回路により日射量が小さいときに
約３倍大きな発電電力を得られた。また、3.7V、
50mAhのリチウムイオン電池を充電すると、定
電圧制御回路により充電終止電圧を4.2Vに制御
できた。 
 日射量が60mW/cm2のとき、50×100mm2の太
陽電池モジュールを利用し、二次電池を充電す
ると223ｍWの充電電力が得られた。一方、モジ
ュールと同一面積の単セルで二次電池を充電す
るとモジュールを利用した場合と同様220mWの
充電電力が得られた。 
以上より、太陽電池単セルはコストを低減で

きるだけでなく同一面積のモジュールと同等な
充電電力が得られ、太陽電池単セルを電力源と
する充電回路の有効性が実証された。 
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PV システム複数台連系時の電圧上昇抑制対策 
 

石川 崇(Μ2) 
 
 
１．はじめに 

現在，普及が進んでいる太陽光発電（以下，
PV）システムは，電力系統と連系するために系
統連系ガイドライン[1]の認証を受けた PVインバ
ータを用いる必要がある。同ガイドラインの１
項目として，PV インバータは電圧上昇抑制機能
を備えている。同抑制機能は逆潮流により配電
線の電圧が上昇した時に,電圧を電気事業法に
より定められた適正電圧（101Ｖ±6Ｖ）に維持
する役割を持つ。同抑制機能を備えた PV システ
ムが配電線に局地的に連系すると，日射量が大
きくかつ低負荷時において，連系点の電圧が上
限値を超えやすくなり，幾つかの PV システムで
は，同抑制機能が働き，発電出力を絞って運転
する可能性があり，場合によっては低出力で運
転を継続することも考えられる。 

そこで，本研究では電圧上昇抑制機能を備え
たPVシステムが配電系統に局地的に複数台連系
した時の運転特性を解析し，その運転特性の評
価を行った。また，同抑制機能により抑制され
る発電電力量を補償する対策案を提案し，その
効果の比較検討を行った。 
 
２．解析方法 
2.1 配電系統モデル 

配電系統モデルは，住宅地域を想定し，10MVA
の配電用変電所以下をモデル化した。本モデル
に用いた諸定数を表 1 に，モデル図を図 1 に示
す。本モデルは高圧系統（6.6kV）と低圧系統
(200V)で構成され，高圧系統は基本的な形状と
して直線 6ｋｍとした。また，配電線末端の電圧
を電気事業法により定められた適正な範囲に維
持するために，以下に示す電圧調整機能を備え，
PV 普及率 0％時に配電線の電圧が適正な値にな
るよう各定数を設定した。 
① 配電用変圧器送り出し電圧調整機能 
② 柱上変圧器タップ切替え機能 
③ 力率改善コンデンサの設置 
 

表 1 配電系統モデル諸定数 
高圧配電線インピーダンス 0.313+j0.377Ω/km

低圧配電線インピーダンス 0.025+j0.02Ω/40m

高圧配電線亘長 6km

高圧負荷合計 800kW/feeder

低圧負荷合計 1300kW/feeder

住宅戸数 1800戸/feeder
力率改善コンデンサ 345kVA/feeder  

Ｐ0,Ｑ0

低圧系統低圧系統低圧系統低圧系統

高圧配電系統

送出電圧調整
（ＬＤＣ方式，プログラム方式）

配電用変電所
10ＭＶＡ，7％
22ｋＶＡ/6.6ｋＶ

柱上変圧器
30ｋＶＡ，2.5％
6.75ｋＶ/210Ｖ

柱上変圧器
30ｋＶＡ，2.5％
6.6ｋＶ/210Ｖ

タップ切替点

Ｈ１ Ｈ2 Ｈ3 Ｈ4 Ｈ5 Ｈ6

Ｌ１ Ｌ2 Ｌ3 Ｌ4

（１）

（2）

（3）

（4）

（5）

（7）

（8）

（9）

（10）

（11）

（１2） （17）

（18）

（19）

（20）

（１3）

（１4）

（１5）

（１6）（6）

低圧系統
低圧配電線

引込み線屋内配線

Ｐ1,Ｑ1

Ｐ5,Ｑ5

Ｐ6,Ｑ6

Ｐ10,Ｑ10

Ｐ11,Ｑ11

Ｐ15,Ｑ15

Ｐ16,Ｑ16

Ｐ20,Ｑ20

・・・・・・

・・・・・・

・・・・・・

・・・・・・

高圧配電線

他
フ

　
ィ

ー
　

ダ

 
図 1 配電系統モデル 

 
2.2 電圧上昇抑制機能モデル 
電圧上昇抑制モデルは，インバータメーカに

より制御方式，制御速度が異なるため，検証実
験によりそれらの諸定数を決定した。表 2 に制
御速度設定値を示す。Ａ社とＣ社を比較すると，
Ａ社は比較的緩やかに出力を絞るのに対し，Ｃ
社は直ちに出力を絞るという制御特性である。
今回の解析では，電圧上限値を 214Ｖ，力率の制
限値を 0.85 とした。 

表 2 各社インバータの制御速度設定値 
A社 B社 C社 D社 E社

有効電力抑制
制御速度(%/sec) 0.2 0.6 10.0 10.0 0.7
有効電力回復

制御速度(%/sec) 0.3 0.5 3.7 15.0 1.1
運転力率

減少速度(%/sec) 0.3 - 15.0 15.0 10.0
運転力率

増加速度(%/sec) 0.7 - - - -
インバータ

定格容量(kW) 3.3 4.5 4.0 4.5 3.5
制御開始

遅延時間(sec) 0.0 25.0 0.0 3.0 0.0  
 

３．解析結果 
3.1 PV 普及率 30％時の運転特性 
各地点における PV システムの運転特性を図 2

に示す。PV 普及率 30％とは，全住宅戸数 1800
戸に対する比で，1 配電線の容量 2500kVA に対
する比で表すと 97％となる。普及状態はフィー
ダ均等とし，日射特性・負荷特性は中間期のデ
ータを用いた。各地点の運転特性を比較すると，
線路末端 H6(16)に連系する PV システムが積極
的に出力を抑制しており，抑制損失率は約 70%
となった。抑制損失率の定義は以下の通り。 
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図 2 各地点における PVシステムの運転特性 
（PV普及率 30％，インバータ B均等分布） 

 
3.2 PV 普及率による抑制損失率の変化 
 PV普及率による抑制損失率の変化を図 3に示
す。PV 普及率の増加に伴い抑制損失率が増加し，
PV 普及率 30％中間期の場合，フィーダ平均の
抑制損失率が約 23％となった。また，同条件で
PV システムを設置した需要家の内 1％程度は抑
制損失率が 70％に達している。 
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図 3 PV 普及率による抑制損失率の変化 

（PV普及率 30％，インバータ B均等分布） 
 
3.3 抑制損失率を低減する対策の検討 
 運転特性の解析結果より，同一のＰＶ普及率
であっても，電圧上限値に対して余裕が小さい
地点では積極的に出力を絞ることが確認された。
そこで，電圧上昇抑制機能により発生する損失
（発電出力の減少）を低減する対策を提案し，
それらの検討を行った。検討を行った方法を以
下に示す。 
＜ＰＶシステム側の対策＞ 
・協調して無効電力制御を行う方法 
・分電盤端の電圧を検出・制御に用いる方法 
・電力貯蔵装置を用いて損失分を補償する方法 
＜配電系統側の対策＞ 
・柱上変圧器のタップ変圧比を調整する方法 
・変電所送出電圧の制御方式を変更する方法 
 解析を行うために，配電系統モデルの簡略化
を行い，一つの低圧系統に連系したＰＶシステ
ムは全て同一の運転特性となると仮定し，図 1

のモデルでは省略した屋内配線のインピーダン
ス 0.892+j0.05652Ω/50m を考慮している。解析
条件として，ＰＶ普及率は戸数比で 30%，フィ
ーダ容量比で 84%とし，ＰＶシステムの分布状
態は，積極的に出力を絞るインバータＢを線路
末端に，無効電力制御を備えたインバータＡを
線路先端に分布させた。日射特性及び負荷特性
は1年間とし年間の抑制損失率で比較を行った。 
 比較結果を図 4 に示す。全く対策を行ってい
ない場合の抑制損失率を 100％とすると，分電盤
端の電圧を検出・制御に用いる方法は 60%程度
損失が減少している。この方法は，ＰＶシステ
ム設置時にインバータ端から分電盤端までの屋
内配線のインピーダンスを知ることができれば，
インバータ出力端の電圧・電流から分電盤端の
電圧が推定できるため効果が期待できる。また，
電力貯蔵装置を用いる方法は，提案した利用法
の他に，電力品質の向上や負荷平準化など，Ｐ
Ｖシステムの付加価値向上に繋がることが予想
される。 
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図 4 各種対策の比較 
 
４．まとめ 
本研究では電圧調整機能を備えた配電系統モ

デルと電圧上昇抑制機能を持った PV システム
モデルを作成して，配電系統に複数台の PV シ
ステムが連系した場合の運転特性の解析を行い，
配電線末端に連系した PV システムは積極的に
電圧上昇抑制機能が働く傾向があることを明ら
かにした。また，抑制損失率を低減する対策を
提案し，その効果について検討した結果，分電
盤端の電圧を検出・制御に用いる方法は効果的
であり，また，PV インバータの付加価値向上が
見込まれる電力貯蔵装置を設置する方法も期待
できると考えられる。最後に，本研究の成果が
現状の系統連系ガイドライン改訂のきっかけと
なり，今後の太陽光発電システムの円滑な普及
の一助になれば幸いである。 
 
－参考文献－ 
[1] 資源エネルギー庁編：「解説 電力系統連系技術要
件ガイドライン’98」 
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1. Introduction 

In these years, the world economic growth and population 
increase need more big energy, especially in developing 
countries. If world energy demands continue to increase, the 
primary energy source will dry up in the next century. In 
addition, this serious business causes global warming, acid 
rain and so on. These serious problems have to be resolved by 
using some way. Somebody thinking about answer of these 
problems may show the way of using nuclear power. 
Certainly, the nuclear power may resolve the problem of 
drying up. However, it has still problems which are 
radioactive pollution, and difficulties of getting place for its 
plant. On the other hand, renewable energies are expected to 
resolve these problems which mean drying up, global 
warming and acid rain. Solar energy is one of promising 
renewable energy. Although the solar energy is of low density 
by nature, it has a large potential assuming that world deserts 
can be utilized. Therefore the authors have been dealing with 
a very large photovoltaic power generation (VLS-PV) system 
on desert on a very large scale. Even the Gobi desert that 
locates on high latitude has more irradiation (4.4kWh/m2/d) 
than Tokyo (3.5kWh/m2/d). Theoretically, PV systems 
installed on the Gobi desert with 50% space factor, has 
potential to generate energy as much as the recent world 
energy supply (361EJ in 1997). The purpose of this study is to 
design a VLS-PV System on the Gobi desert and to evaluate 
its potential from economic and environmental viewpoints. 
Additionally, the authors explain a reason of resolving many 
global problems by solar energy. 

 
2. Methodology of Evaluation 

A methodology of “Life-Cycle Analysis (LCA)” has been 
employed in this study to evaluate the potential of VLS-PV 
system in detail. The LCA is a major tool to evaluate 
environmental impact of product throughout their life-cycle. 
The requirement of energy and materials is estimated for 
life-cycle of designed VLS-PV. It is manufacture and 
transportation of system components, system construction, 
and operation. Then three indices, i.e., Energy Payback Time 
(EPT), life-cycle CO2 emission rate and generation cost are 
calculated. They are defined by following equations. 

[kWh/year] generationpower  Annual
][cent/year system PV  theof expence Annual

(cent/kWh)Cost  Generation

=
 

[kWh/year] generationpower  Annual
[kWh] lifecycle itsut t throughorequiremenenergy primary  Total

 (Year) EPT

=
 

EPT means years to recover primary energy consumption 

throughout its life-cycle by its own energy production. 

[year] Lifetime[kWh/year] generationpower  Annual
C)-(g cycle-lifeon emission  CO Total

 C/kWh)-(g rateEmission  CO

2

2

×
=

 

CO2 emission rate is a useful index to know how much the 
PV system is effective for the global warming. 
 In Gobi desert case, the VLS-PV system is estimated indices 
which are Cost, EPT and CO2 emission rate. This estimation 
shows particulars about the feasibility of very large scale 
photovoltaic system from economic and environment view 
points. The world desert case study is estimated about 
economic view point. 
 
3. Major assumptions 

As described above, it is considered in this study that a 
100MW VLS-PV system is installed on the world desert. The 
VLS-PV system is designed based on the following 
assumptions: 
(1) The authors evaluate two kinds of studies. One is detailed 
study on the Gobi desert. The 100 MW VLS-PV system is 
estimated indices which are Cost, EPT and CO2 emission rate. 
This estimation shows particulars about the feasibility of 
VLS-PV system from economic and environment view points. 
Another is rough study on the world desert to compare many 
cases from economic view point. 
(2) 6 world deserts which are Sahara, Negev, Thar, Sonora, 
Great Sandy and Gobi desert are assumed for installing 
100MW VLS-PV system. This system is South-faced fixed 
flat array structure. 
(3) Irradiation and ambient temperature data used for system 
design are gathered and calculated as shown in Table 1. The 
VLS-PV system is to be installed in a gravel desert, which 
consist of small rocks and covers half of Gobi desert. Sand 
problem is seems to be small. 
(4) Polycrystalline silicon PV module with 12.8% efficiency 
is employed. 
(5) System performance ratio is assumed as 78% considering 
operating temperature, degradation, load matching factor, 
efficiency factor, inverter officiating and so on. The lifetime is 
30 years. 
(6) Module and inverter price, and array tilt angle are given as 
valuable parameters. Interest rate is 3% (typical), 2% (rent 
from World Bank), and 6% (from ordinary financial 
institution). This paper is only based on 3% interest rate; 
(7) Array support and foundation are produced in actual place, 
and other system components such as modules, cables and 
inverters are manufactured in Japan, USA or Australia. All the 
components are transported to some installation site on the 

deserts by marine and land transport, if necessary. Land 

AA  PPrreelliimmiinnaarryy  SSttuuddyy  oonn  PPootteennttiiaall  ffoorr  VVLLSS--PPVV  oonn  tthhee  WWoorrlldd  DDeesseerrtt 

Table 1 Important indices for the installation sites 
    Unit Sahara Negev Thar Sonora Great Sandy Gobi 

Annual average ambient temperature [ºC] 30.2 18.9 26.9 18.4 26.1 5.8 

Marine transport   - O O O - - O 

System performance ratio   - 0.69 0.73 0.73 0.70 0.70 0.78 

Annual average global irradiation kWh/m2/yr. 2685 1945 2172 1737 2343 1701 

Annual in-plane irradiation [10º] kWh/m2/yr. 2756 2062 2106 2314 2431 1854 

 [20º] kWh/m2/yr. 2774 2128 2175 2394 2464 1964 

 [30º] kWh/m2/yr. 2716 2139 2190 2420 2435 2026 

  [40º] kWh/m2/yr. 2556 2099 2143 2387 2347 2037 
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preparation is also considered. 
(8) The method of operation and maintenance are calculated 
in view of experience of real PV system model, PV-USA 
project [1]. 
(9) Three shifts of three operator team work in 100MW PV 
station. One team works in maintenance, and the other teams 
operate for alternation. 
(10) Total annual cost is defined by following equations: (1) 
Total annual cost consisting of annual depreciation cost, 
annual operation and maintenance cost, annual land rent and 
annual overhead expense; (2) Annual depreciation cost 
consisting of annual investment cost, annual land cost and 
annual property tax. (3) Annual investment cost given by total 
capital investment. Multiplied by annual expense rate. 
(Annual land rent is no charge this time.) 
(11) Decommission stage is not included in this study stage 
now. 

Based on the assumptions described above, the VLS-PV 
system on the world deserts is designed in detail. Designing 
procedures divided into several steps; PV module layout, 
array support design, foundation design, and wiring. Three 
kind of the PV module layout are prepared: (1) wide model, 
(2) moderate model, (3) tall model. The wide model is the 
best performance model by comparing these layouts. This 
study calculated with wide model. 
 
3. Evaluation result 
 The 100MW VLS-PV system on the world desert is designed 
on the ground of the presented assumptions. This system 
requires about 2 km2 land area. The amount of array support 
and foundation increase in proportion to the tilt angle because 
of assumed wind pressure (42m/s). Array support requires the 
9 thousand to 11 thousand ton steel, and foundation needs 90 
thousand to 200 thousand ton concrete. Land requirement also 
increase in proportion to the tilt angles due to spacing 
between PV arrays. The increase in land requirement results 
in the increase in cable length. 
 The evaluation result of detailed study on the Gobi desert 
shows the Fig.1 and Fig.2. The former shows the result of 
Energy Payback Time (EPT) and breakdown of total primary 
energy requirement. It suggests that 20º-tilt angle system 
gives the best EPT. It is less than 2 years, that is, the VLS-PV 

system can produce net power after 2-year operation. 
 The latter show the result of CO2 emission rate and 
breakdown of CO2 emission. It suggests that the best system 
configuration is again 20º-tilt angle. CO2 emission rate is 
12g-C/kWh, which is much less than average CO2 emission 
them power utilities in all of the country. 

When tilt angle is 20º, EPT and CO2 emission have the 
minimum values. This is because the increase of tilt angle 
requires thick array support and large foundation. These need 
large energy in manufacturing steel or concrete. On 10º-tilt 
angle, EPT and CO2 emission is larger than other tilt angle 
systems because of low system output energy. 

The Fig.3 is result of study on the world desert. This figure 
suggests that the generation cost decrease in proportion to the 
irradiation. The reason of higher generation cost in the Great 
sandy desert is high labor cost in Australia which is same 
economic level as Japan. On the other hand, the lowest 
generation cost is 5.5 ¢/kWh on Sahara desert in which it is 
high irradiation and low labor cost. The generation cost of the 
100MW VLS-PV system for different tilt angles and different 
PV module prices are assumed 30 years lifetime and 3% of 
annual interest rate. The generation cost with 4 US$/W 
module price is 15 ¢/kWh to 20 ¢/kWh. When the module 
price is reduced to 1 US$/W, the generation cost is 5 ¢/kWh 
to 9 ¢/kWh.  

4. Conclusion 
 A 100MW VLS-PV system installed on the world desert is 
designed and its potential is evaluated from economic point. 
In addition, the potential of Gobi desert case study is 
estimated from environmental viewpoints by using a 
methodology of LCA. Both EPT and life-cycle CO2 emission 
rate suggest that large-scale introduction of PV technology on 
the Gobi desert is quite promising for energy resource saving 
and the global environmental issues. Furthermore, assuming 1 
US$/W of PV module price and 3% of annual interest rate, 
generation cost of the VLS-PV system is estimated 5.5 ¢/kWh 
on Sahara desert.  

Fig.3 suggest that the VLS-PV system is economically for 
all the sites if the module price reduces to 1 US$/W. When 
module price is 4 US$/W, it is still difficult to install it from 
economic point. However, these large scale projects make a 
lot of employments. One of case study needs 1500 labors in 
every year to construct it. This business may look forward 
economic development in the area. This important factor 
should be included in this study. 

The authors have a plan to design and evaluate the VLS-PV 
system installed on deserts with other advanced technologies 
such as CdS, amorphous, concentrating/tracking system by 
applying the same approach used in this study. Some other 
additional plan may be considered such as regional utilization 
of generated electricity. One of possible candidates may be on 
irrigation system. This simulation also does not include a 
decommission stage at the moment. It is also essential 
components, and it will be included in the near future. 
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Fig.1 EPT and breakdown of energy requirement 
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Fig.2 CO2 emission rate and breakdown of CO2 emission 



住宅用太陽光発電システムの評価 

 

井澤 敏泰（M1） 

 

 

1.はじめに 
 本研究室では，SV（Sophisticated Verification）
法[1]により太陽光発電（以下，PV）システムの評

価を行っている。傾斜面日射量 HA[kWh/m2]，シス

テム出力電力量 EP[kWh]，アレイ出力電力量

EA[kWh]，モジュール温度 TC[℃]を得ることによ

り，システム運転時の損失を解析することができ

る。しかし，これらを得るための計測器は非常に

高価であり，コストの都合上設置が困難な場合が

ある。今後， PV システムが更に普及した際，計

測データが得られないシステムは多分に考えられ

る。そこで，本研究ではシステム出力電力量 EP

の 1点のみで簡易的にシステムの運転特性が把握

できる手法を提案する。本稿では，計測データが

システム出力電力量EPしか得られないPVシステ

ムを簡易型システムと呼ぶ。 
 
2.簡易型システムの評価 
2.1 評価手法 
 簡易型システムの評価は，システム出力電力量

EP と 最 寄 り の AMeDAS （ Automated 
Meteorological Data Acquisition System）より推定

した傾斜面日射量 HAからシステム出力係数 K[%]
を得ることにより行う。 

100×
⋅

=

S

A
AS

P

G
HP

E
K   ・・・（１） 

    PAS :太陽光発電システムの定格出力 [kW] 

    GS :参照日射強度(=1.0[kWm-2]) 

 
2.2 AMeDAS より日射量を推定する方法 
2.2.1 推定方法 
 気象庁のAMeDASは，全国1,300ヶ所，約17km 
間隔で設置されており，そのうち約 840 ヶ所，約

21km 間隔で気温，日照時間，風向・風速が観測

されている。日射量は，最寄りの AMeDAS 観測

地点の気温，日照時間，風向・風速から二宮・赤

坂らの方法[2]により推定される。 
2.2.2 推定精度 
日射計の保守・点検が行われている気象庁の地

域気象観測所の気象月報データ（以下，JMA）に

対して AMeDAS より日射量の推定を行い，推定

精度の確認を行った。まず，図 1 は時刻別水平面

日射量において比較を行った結果である。実測値

と推定値にバラツキが出ており，正しく日射量が

推定できていないことがわかる。そして，図 2 は

月積算水平面日射量において比較を行った結果

である。先ほどの時刻別値に比べ，実測値と推定

値の差が小さくなっていることが言える。このこ

とから，AMeDAS より日射量を推定する方法では，

時刻別値における推定誤差が月積算値では打ち

消され推定精度が良くなると言える。ゆえに，シ

ステム出力係数 K の算出は月単位，または年単位

で行う。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

図 1.時刻別値での比較（JMA：仙台,AMeDAS：仙台） 
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図 2.月積算値での比較 
 

次に，全国の JMA（64 地点）について月積算

水平面日射量の実測値と推定値の比較を行い，両

者の傾向を検討した。図 3～6 は，JMA の観測地

点を日射気候区分（以下，気候区）により分類し，

実測値と推定値の誤差率のバラツキを箱ひげ図注

1 により見たものである。横軸は月（ここでは，

1999 年 1～12 月），縦軸は実測値と推定値の誤差

率（平均値）である。どの気候区，どの月でも最

大で±10%前後の推定誤差があることがわかる

（気候区Ⅰの 12～3 月では，日射量の推定時に積

雪深を考慮していないため，誤差が大きくなった

と思われる）。ゆえに，月単位で算出したシステム

出力係数 K には，日射量の±10%前後の推定誤差

を考慮する必要がある。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 3.気候区Ⅰ      図 4.気候区Ⅱ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 5.気候区Ⅲ      図 6.気候区Ⅳ 
 

注 1: ボックスは 75%と 25%の範囲を示し，ヒゲは 95%

と 5%の範囲を示す。また，ボックス中央の水平線は 50%

を示す。 

 

2.3 簡易型システムの評価結果 
 自然エネルギー推進市民フォーラム（以下，

REPP）住宅用簡易型 54 サイトについて，年間

（2000 年 4 月～2001 年 3 月）のシステム出力係

数 K を算出し，結果を度数分布により表した（図

7）。また，設置年度ごとにシステムを分類（1997
年度 15 サイト，1998 年度 23 サイト，1999 年度

16 サイト）し，比較検討を行った（図 8～10）。 
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図 7.簡易型 54 サイトの分布 
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図 8.1997 年度設置簡易型 15 サイトの分布 
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図 9.1998 年度設置簡易型 23 サイトの分布 
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図 10.1999 年度設置簡易型 16 サイトの分布 

 
 以上のようにシステム出力係数Kにより分布を

とった結果，最大値 79.0%，最小値 31.0%とシス

テムの性能に大きな差が出ていることがわかる

（図 7）。この原因は，2.4 簡易型システムの日陰

解析において詳しく述べるが日陰の影響であっ

た。また，設置年度ごとにシステムを分類してそ

の傾向を見た結果（図 8～10），システム出力係数

K の平均値が上昇の傾向にある（1997 年度：

67.7%，1998 年度：69.5%，1999 年度：69.4%注

２）。このことは，モジュール，インバータの性能

の向上に起因するのではないかと思われる。 
注 2：極端に性能の悪いシステムは，平均値算出の対象か

ら除外した。 

 

2.4 簡易型システムの日陰解析 
 簡易型システムの評価では，システム出力係数

K の算出以外にも各月のアレイにかかる日陰も簡

易的に解析できる。解析手法は，SV 法で用いて

いるものと同様である。温度補正を行ったアレイ

出力電力量 EA より各時刻の最大アレイ出力電力

量 EAmax を取り出し，理論的なアレイ出力（理論

アレイ出力電力量 EAth）と比較し，差がある場合

には日陰による損失とする。 
 先ほどの評価結果において，システム出力係数

Kが31%と最小を示したサイトについて以上のよ

うな日陰解析を行うと図 11 のようになる。2 つの

パターンに大きな差ができており，アレイに日陰

がかかっていることがわかる。 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 11.日陰解析（4 月） 

3.簡易型多面アレイシステムの評価 
 日本は，切妻，寄棟といった屋根形状の住宅が

非常に多く，そのような住宅に太陽光発電を取り

入れた場合，複数面の屋根に渡って太陽電池が取

り付けられる可能性が高い。また，今後太陽光発

電の普及に従って，そのようなシステムが増加し

てくると考えられる。本稿では，太陽電池が複数

面に設置されたシステム（以下，多面アレイシス

テム）の評価手法と評価結果について述べる。 
3.1 評価手法 
 簡易型アレイシステムと同様に，AMeDAS を用

い月単位，または年単位でシステム出力係数 K を

算出する。図 12 に評価の流れを示す（2 面アレイ

の場合）。アレイごとに AMeDAS より日射量を推

定し，式（２）[3]により各アレイの定格（PASn：n
は面数）を考慮して合成する。 

 

 
図 12.多面アレイシステムの評価の流れ 

 
3.2 簡易型多面アレイシステムの評価結果 
 REPP 住宅用簡易型多面アレイシステム 20 サ

イトについて，年間（2000 年 4 月～2001 年 3 月）

のシステム出力係数 K を算出し，結果を度数分布

により表した（図 13）。図 7 の簡易型アレイシス

テムと比較すると，システム出力係数 K の最頻値

域が多面アレイシステムでは 1面アレイシステム

より低い傾向にある。母体数に 2 倍以上のひらき

があるので明確な結論とはいえないが，多面アレ

イは 1面アレイより若干，運転特性が劣る。また，

年間のシステム出力係数K が 100%を越えたサイ

トは，アモルファスシリコン太陽電池のシステム

であった。 
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図 13.簡易型多面アレイ 20 サイトの分布 

 
3.3 簡易型多面アレイシステムの日陰解析 
 簡易型多面アレイシステムでは，簡易型システ

ムと同様な手法を用いて日陰の解析が行える。し

かし，得られている情報が各アレイの出力を合計

したシステム出力電力量 EP[kWh]だけであるので，

どのアレイに日陰がかかっているのかということ

は断定できない。図 11 と同様な結果が得られ，

日陰がかかる時間帯だけ推定できる。 
 
3.4 簡易型多面アレイシステム評価の問題点 
 簡易型多面アレイシステムでは，アレイごとに

AMeDAS を利用して日射量を推定する。このため，

面数が多くなるほど合成日射量の推定誤差が大き

くなり，評価結果に大きな影響を及ぼす。 
 
4.まとめ 
 本稿では，AMeDAS を用いた簡易型システムの

評価方法を提案し，その方法を実際のシステムに

適用した場合の評価結果を示した。また，多面ア

レイシステムについても評価方法を提案し，評価

結果を示した。そして両者の結果から，多面アレ

イシステムは 1面アレイシステムより運転特性が

劣るということがわかった。AMeDAS より日射量

を推定する方法に関しては，気象庁の地域気象観

測所の気象月報データと比較することにより月積

算値において最大±10%の推定誤差があるとい

うことがわかった。 
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衛星雲画像による日射予測 
 

谷口 浩成(D2)、高橋 里枝(M1) 
 
１．はじめに 

太陽光発電システムが電力系統に多数連系さ
れると、天候による太陽電池の出力変動で電力
供給運用に大きく影響を与える可能性がある．
そこで著者らはこれらの問題軽減を目指して、
衛星雲画像を利用した日射量予測法の研究を進
めている．これまで著者らは日射量予測の基礎
研究として、衛星雲画像から算出した雲移動ベ
クトルを用いた雲アルベド(雲による日射の反
射率)予測法を開発してきたが、本報告ではこの
方法を改良し、衛星雲画像から得られる空間周
波数を用いた予測法について検討した． 

 

２．空間周波数を用いた雲移動の算出法 
予測には高速フーリエ変換(FFT)を使用する

ため、予測に用いる衛星雲画像サイズは2ｎpixel
×2ｎpixel で行なう．この際、予測したい地点
を画像の中央にする．この取得した衛星雲画像
から地表面データを取り除き、雲アルベド画像
を作成する(図１参照)． 
 

 
図 1 雲アルベド画像(1998 年 5 月 5 日正午) 

 
 

雲移動を算出するには、時間の異なる 2 枚の
雲アルベド画像を使用する．1時間前の画像と現
在の画像それぞれに FFT を施す．これにより得
られた位相データに逆高速フーリエ変換(IFFT)
を施し、フーリエ位相データを求める．これら
2 つのフーリエ位相データにおける類似度を
算出し、類似度の最大ピーク値を算出する．
過去画像ｆ(x,y)と現在画像ｈ(x,y)のフーリエ
位相画像をｆφ(x,y),ｈφ(x,y)とすると、類似度
分布ｇ(x,y)は以下の式で算出できる． 

 

∫∫= )dxdy,()h,(f),( yxyxyxg φφ      (1) 

(ただし、x，yは画像の x座標、y座標を表す) 
 

類似度の最大ピーク値を観測した地点(x,y)よ
り、2枚の雲アルベド画像の位置がどれくらいず
れているかを読み取ることができる．2枚の雲ア

ルベド画像における位置のずれは、その分だけ
過去から現在の１時間で雲が動いた、と判断す
ることができる．従って最大ピーク値が観測さ
れる地点を求めることで、過去から現在の雲の
移動を算出することが可能になる． 
算出した雲の移動データを雲移動ベクトルＣ

＝(Cｘ,Cｙ)とし、現在の画像が雲移動ベクトルＣ
で 1時間後の画像に移行すると仮定する．  
 

３．雲アルベド予測結果 
空間周波数を用いた雲移動ベクトル算出法に

よる雲アルベド予測結果を図 2 に示す．予測結
果の評価には反射率誤差(実測反射率と予測反
射率の差)を用いた．予測期間等は以下に示す．
画像データサイズは、予測に用いた雲アルベド
画像中の雲の状態、形状等を考慮して決定した．
また比較のために、相互相関法を用いた従来の
予測法の結果も同時に示す． 

予測期間：1998 年 5 月～1999 年 4月 
予測時刻：11時～13 時 
予測地点：茨城県つくば市 

     (北緯 36.5°,東経 140.5°)  
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図 2 各時間における年間反射率誤差の割合 

 

図 2 より、相互相関法と比較して位相相関法
は低い反射率誤差の占める割合が大きくなり、
全体的に予測誤差が小さくなっていることが分
かる．適中率(反射率誤差が 0～0.1 である確率)
も位相相関法の方が高く、従来法より大きく予
測をはずすことが少なくなった．特に 13 時の予
測では適中率 60.4％と高くなった．  

 

４．まとめ 
日射量予測法の 1 つとして提案した衛星雲画

像の空間周波数を利用した予測法の結果、従来
法に比べて精度向上が見られた．全体的に大き
く予測をはずす割合も減っており、衛星画像を
利用した今後の予測に繋がると考えている． 



傾斜面日射量の測定・換算処理 
－シリコン型日射の値の換算について－ 

田村 純雪(D2) 
 
 
１．はじめに 
太陽光発電システムの性能評価において,水平面

日射は最も重要なパラメータの内の一つである。一

般に水平面日射を計測するとき,熱形日射計やシリ

コン型日射計がよく使われる。しかし両日射計の構

造上の違いから、シリコン型日射計の計測値と熱形

日射計の計測値は、同サイト・同時刻においても誤

差を生じてしまうことが多い。このため、シリコン

型日射計の値を熱形日射計の値に補正する手法が既

に幾つか考案されているが、既存の補正法では補正

に必要な要素(温度係数や校正値など)が多く、一般

の太陽光発電システム状況下において適用が困難で

ある 1)。両放射計の主な相違点には,構造上の他に分

光感度特性と時間応答性がある。熱形日射計の分光

感度は0.3μmから2.8μmであり,同様にシリコン型

日射計では 0.4μmから 1.1μmである。そのため熱

形日射計はシリコン型日射計に比べ高い値を示す。

更に、天候は刻一刻と変化するため、シリコン型日

射計の計測値から熱形日射計の計測値に変換するた

めに簡易的な補正係数のみでの定義では、その補正

精度に問題が生じてしまう。 

 
２．目的 
この研究の目的は,シリコン型日射計の値をより

分光感度が広く,正確な値として,高価である熱形日

射計に合わせる感度補正法の作成である。更に多種

多様な太陽光発電システムサイトに適用させること

を目的とするため、補正に必要なパラメータは水平

面日射量のみとした。 

 

３．計測と機器 
水平面日射計測には熱型日射計として MS-801(英

弘精機 )を用い、シリコン型日射計としては

ML-020VM(英弘精機)を用いた。観測機器の設置場

所は、東京農工大学小金井校舎屋上(北緯 35.696 度、

東経139.52度、海抜58.0m)である。またこれら機器

は一分毎に瞬時値を取得した。測定期間は 2000年1

月1日から同年12月31日である。 

 

４．移動変動を用いた天候の分別 
 熱形日射計の値とシリコン型日射計の値の誤差は

晴天指数に対し、一定ではなくバラツキが大きい。

このため、特定の補正係数では正確な補正は不可能

である。しかし今回の研究では、天候の分別を考慮

することで補正法の精度向上が可能だと考えた。そ

のため、「Moving Average (以下MA)」と「Moving 

Difference (以下MD)」で定義される「Moving Function 

(以下MF)」をパラメータとした補正法の検討を行っ

た。ここで言う MF は天候分別に必要な天候の情報

である。MF の求め方として、まず初めに MA を算

出する必要がある。MAは晴天指数の関数である(式

(1))。そして図2に、晴天指数からのMF算出の方法

を示す。 
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)( ・・・・(1) 

Z (t):晴天指数     DS:決定期間(分) 

 ここで言うMD とは、その時刻におけるMAとの

差である。そして決定期間内でのMD 最大値とMD

最小値との絶対値合計値がMFになる。 

 

５．天候の分別からのシリコン型日射計観測
値の補正 

 先に定義した MF により天候を分別する。分別さ

れた天候は「快晴」、「曇天」、「薄曇り・変動」

である。ここでの「薄曇り・変動」とは、「快晴」

と「曇天」の中間の天候として定義したものである。

以下、移動変動値の算出から補正係数決定までの流

れを示す(図1)。 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1 移動変動算出から天候判別後の熱形日射計の

値を算出するまでの流れ 

移動変動値算出

補正
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６．月別補正係数の定義 
 天候別の補正係数のみでは、季節変化に伴う天空

放射の変動に対応できないため、月別に補正係数を

定義した。以下に定義した月別補正係数を示す(表1)。 

表 1 月別に定義された補正係数 

月 快晴 曇天 変動・薄曇り 

1 月 1.0844 1.0638 

2 月 1.1271 1.0946 

3 月 1.123 1.0658 

4 月 1.113 1.081 

5 月 1.097 1.0882 

6 月 1.096 1.0957 

7 月 1.0989 1.1198 

8 月 1.087 1.0995 

9 月 1.1087 1.0997 

10 月 1.1729 1.1445 

11 月 1.2092 1.1806 

12 月 1.2241 1.1581 

1.0977 

 

７．結果と考察 
 今回定義した晴天指数による移動変動からの

天候判別、更に月別の補正係数を用いて、補正法の

検証を行った。検証には評価指数を用いた。評価指

数 と し て 、 MBE(Mean Bias Error)(MBE(2)) と

RMSE(Root Mean Square Error)(RMSE(3))を用いた。 
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評価は時間積算値と一日合計放射量について行っ

た。図 2 に補正前と補正後の時間積算値の関係、表

2には評価指数を用いた結果を示す。 

 

表 2 シリコン型日射計の値と熱形日射計の値の 

誤差評価 

補正前 補正後 
 

MBE RMSE MBE RMSE 

時積算

値 
-0.033 0.043 -0.001 0.011 

日積算 -0.358 0.421 -0.007 0.070 

値 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2 時積算日射量におけるシリコン型日射計の値

と熱形日射計の値の相関 

 

８．まとめ 
 熱形日射計での計測値に対するシリコン型日射計

の値の誤差補正のため、晴天指数を用いた移動変動

と天候別に定義した補正係数、更に月毎に補正係数

を分けた補正法の作成を行った。評価指数を用いた

補正の検討では、補正前では全ての月において誤差

が負になっていることがわかったが、補正すること

により MBE の値が小さくすることができた。更に

RMSE では、補正前に比べて補正後の方が全ての月

において小さくすることができた。これは、補正後

の誤差のバラツキ(広がり)を小さくすることができ

た裏付けであり、特定の補正係数を全ての天候と日

時に共通に用いた場合とは異なり、天候別に補正係

数を分けることと、月毎に補正係数を分けたことに

よる結果だと考察できる。以上の結果は、瞬時値や

時積算日射量、更に日積算日射量全てについて応用

できると考えられる。そして太陽光発電システムサ

イトに設置する日射計は、熱形日射計に比べてコス

トの低いシリコン型日射計を設置することで、熱形

日射計とほぼ同様な観測が行えることを確認できた。 
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新型日射計の開発 
 

井上 佳則(B4) 
 

１．背景・目的 
太陽光発電システムの発電量などを正確に得るために

は，日射量を正確に測定しなければならない。現在，一般

に普及している熱電対を用いた精密日射計はその構造か

ら高価であり，多様化が進むシステム個別に日射計を設置

するのは困難である。そこで，シリコンセンサ型簡易型日

射計を代用する方法があるが，シリコンの感度には波長選

択性があり，正確な日射量が把握出来ているとは言えない。

従って，安価で高精度の日射計が求められている。 
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図 1 波長別日射強度と各素子の相対分光感度 

図１は波長別日射強度とそれぞれの素子の相対分光感

度を示したものである。従来のシリコンセンサでは日射の

波長の一部しか測定が出来ていない事が分かる。 

この様な背景から，本研究では，安価で安定かつ高精度

の新型日射計を開発することを目的とする。本研究室では，

以前にシリコンダイオードにカットオフ･フィルターを用

いた二素子式の日射計を提案していたが，今回はこのフィ

ルターを装着したセンサをシリコン(Si)とインジウム･ガ

リウム･ヒ素(InGaAs)の二種類のデバイスとした二素子式

日射計を提案した。 

２．研究方針 
以下の式を用いて，各出力を計算し比較を行った。 

 
( )

( ) λλλ

λ

λλ

λλ

dDIdEE

DIE

∫∫ ==

×=
 (1) 

ここで，Dλは Si と InGaAs の波長別感度，Eλは各々の

素子の出力，Iλは波長別の日射である。Iλは分光器により

測定した値を用いた。Si，InGaAs に対する出力を E Si， 

E InGaAs とする。全天日射強度は波長別の日射 Iλの積分値

(G )として与えられるので，以下の式のように表す事がで

きる。 

 CEBEAG InGaAsSi +⋅+⋅=  (2) 

なお、それぞれ素子の分光感度には重なる波長域がある

ため，この事を考慮する必要がある。 

３.結果と考察 
まず，日射のスペクトルをそれぞれの素子の感度が交わ

る波長で短波長域と長波長域に分割した。長短それぞれの

波長域についての日射強度の比を基に，係数Ａ・Ｂ・Ｃを

決定する。長短それぞれの波長域における日射強度と全天

日射強度との比をとった。 
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図 2 Si センサの全天日射に対する割合 

図２より，11 時から 12 時までは全天日射強度において

Si 出力が占める割合が大きい。しかし、その他の時間帯

においては割合が低下するため、正確な日射計測が出来て

いるとは言えない。次に，全天日射強度 G と各日射計か

らの推定値 G’，G”を比較するために，MBE，RMSE と

いう評価指数を用いた。以下にその算出式を示す。 

n
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i
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MBE は，各日射計と全天日射強度との平均値のずれを，

RMSE は各日射計における推定の誤差を表すものとして

設定した。どちらも単位はμW/cm２である。 

表 1 各測定日の MBE と RMSE 

ＭＢＥ ＲＭＳＥ  
Si のみ 二素子式 Si のみ 二素子式 

13 -0.110 -0.077 0.121 0.085 

14 -0.211 -0.129 0.228 0.137 

15 -0.152 -0.096 0.181 0.112 

16 -0.231 -0.138 0.252 0.146 

20 -0.210 -0.125 0.236 0.136 

22 -0.237 -0.141 0.265 0.152 

表 1 より，常に二素子式日射計の方が誤差が小さくなっ

た。特に他の測定日と傾向の異なる 13 日，15 日は曇天で

ある事から天候に依存する事が分かった。さらに，測定時

刻毎にＭＢＥ，ＲＭＳＥを算出したところ，南中時付近で

傾向が異なるため，時間に依存する事も分かった。 

４．まとめ 

今回行った計測において，用いる素子を Si と InGaAs

の二素子にする事で，Si センサ型簡易日射計よりも広い

波長帯の日射計測が可能である事が分かった。また，Si

センサ型簡易日射計よりも誤差が小さく，実際の日射に近

い計測が可能である事が分かった。今回は，冬季データの

みを扱ったため，今後は長期計測を続け，天候・時間依存

の考慮を含め，式(2)の導出を行っていく。 



PV インバータの MPPT 制御に関する研究 
 

皆藤 貴志(B4) 
 
 
１．研究目的 

太陽光発電(PV)は，日射量や温度により出力
が大きく変化する特性を持っているため，太陽
電池からの電力を常時最大に得る最大電力追従
制御(Maximum Power Point Tracking：MPPT)を行
う必要がある。しかし，実動作では MPPT ミス
マッチが存在し，太陽電池の出力を最大限に利
用できない可能性がある。 

そこで，本研究では PV インバータの性能試
験や MPPT シミュレーションにより従来の手法
を検証し，さらに，AC モジュール用ディジタル
インバータへ搭載する MPPT 機能の作成及び動
作試験を行った。 
 
２．PV インバータ MPPT 性能試験 

本試験は，実測一秒値日射データを PV 模擬
電源の入力データとしてインバータを運転させ，
動作電力 PActive と理論電力 PMAX より以下に示す
式より MPPT 効率 KPM を求めるものである。 

KPM＝∑PActive/∑PMAX×100[%] 
試験対象インバータは A 社製から D 社製の４

台を使用し，日射データは表１に示す４パター
ンを用いた。なお，日射データ vary2 について
は温度変動を与えた試験も行った。表１に各社
PV インバータの MPPT 効率を示す。結果より，
各社各様の MPPT アルゴリズムを用いているこ
と，開放電圧等の変化率を常に監視している事，
温度変動による MPPT 効率の低下が確認できた。 
 
表１．各社 PV インバータの MPPT 効率 

  A B C D 

ｃlear(25℃一定) 97.6 97.7 97.2 97.6 

vary1(25℃一定) 97.2 97.5 97.1 83.7 

vary2(25℃一定) 97.5 97.6 96.7 96.4 

vary3(25℃一定) 97.5 97.4 97.3 97.2 

vary2(温度変化

有) 95.3 97.0  95.0  95.8 
 
３．実機搭載による MPPT 制御 

PV インバータの各種試験や MPPT シミュレ
ーションの結果などを参考にして，実際にイン
バータに搭載する MPPT 機能の作成を行った。
図１に作成した MPPT 制御部のフローチャート
を示す。図の説明をすると，入力データは DC

電圧及び電流であり，出力データはインバータ
運転指示値である電流定数である。まず動作電
圧と目標電圧の比較を行い，これらが近傍でな
い場合は電流定数調整部分に入り，動作電圧を
目標電圧に接近するように電流定数の調整を行
う。そして近傍の場合は，最適電圧決定部分に
入り次サイクル以降の目標電圧を計算する。こ
の動作を続けることによりインバータを最大電
力点で動作させることが可能である。 
作成したプログラムを搭載したインバータの

動作試験の結果を以下の図２に示す。図２より，
インバータ運転指示値である電流定数の増加に
より入力 DC 電流の増加，反するように入力 DC
電圧の減少が行えた。このことから，完全では
ないが MPPT 動作が行えた事が確認できた。 
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図１．MPPT 制御部の原理 

 

 
図２．動作試験結果 

 
４．まとめ 
本研究では，PV インバータ性能試験や MPPT

シミュレーションなどを通して，従来のアナロ
グ的な部分である DC/DC コンバータを使用し
ない MPPT アルゴリズムの作成を行った。その
結果，指示値の調整により入力電圧の調整が適



切に行えた。しかし，完全な制御は行えていな
いので更なるプログラムの改良が必要である。 



新型PV モジュールの評価 
 

                                                                     加藤 千絵(B4) 
 
 

1. 研究目的 
現在，太陽光発電システムは普及してきており，

ユーザーのニーズに応えるためにシミュレーショ
ンによる出力予測が必要になってきた。従来の太
陽電池モジュールと比較すると効率の良い新型モ
ジュールが開発されてきているが，特性評価はま
だ十分ではない。本研究では，I-V 特性を用いて
シミュレーションにつながる特性を解析すること
が目的である。本研究で用いる新型モジュールは，
三洋電機株式会社から提供された HIT パワー21
（HIT），および HIT パワーダブル（ダブル HIT）
である。 
2. 実験方針 

HIT についてはダブル HIT との比較のために，
またダブル HIT は裏面日射強度比率や裏面日射
強度分布による特性を解析するために，1 日の日
射強度や温度変化における I-V 特性の変化を測定
する。裏面日射強度はアルベドにより変化し，ま
たばらつきが生じると考えられる。従って，この
ことに考慮して実験を行い，測定結果よりダブル
HIT の裏面への影響について解析する。 
3. 実験方法 
・HIT とダブル HIT の I-V カーブ測定は，装置が

1 台しかないために交互に行った。 
・温度測定は HIT については熱電対で行い，ダブ

ル HIT はサーモトレーサで行った。 
・日射強度は，2 つの日射計を使用して表面 1 カ

所と裏面 15 カ所を測定した。 
・測定は 9 時半～15 時半まで行った。 
・モジュールは方位角 0°，傾斜角 30°で 3 号館

の屋上に設置した。 
4. 実験結果と考察 

アルベド 0.5 で南中時に測定した結果を図 1，
図 2 に示す。図 2 の x 軸はモジュールの横方向，
y 軸はモジュールの縦方向であり奥側が設置した
下側である。z 軸は日射強度である。反射率が大
きいため裏面日射強度は大きい。I-V カーブが段
付きである理由は，バイパスダイオードが入って
いて裏面日射強度に分布があるためだと考えられ
る。 
図3に裏面日射強度におけるダブルHITとHIT

の Pmax 差（裏面最大出力）を示す。仮に裏面日
射強度が最小値を取る場合，図より Pmax 差は裏
面標準出力電力量よりも大きいので裏面での
Pmax は，裏面日射強度のみによるものではなく
表面日射強度の影響もあると予想され，シミュレ
ーションにおいて，表面と裏面を別に行うことは

できない。仮に裏面日射強度が平均値を取る場合，
Pmax 差は裏面標準出力電力量と等しくなってい
るので裏面の Pmax は裏面日射強度のみによるも
のであると予想され，シミュレーションにおいて
表面と裏面は別に行うことができる。 
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図 1 アルベド 0.5 の I-V カーブ 

 

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12

S1

S3

S5

S7
50

70

90

110

130

150

170

190

210

230

250

270

290

310

330

350

日
射

強
度

[W
/m

2 ]

東　←　　横　→　　西

上
　
←

　
縦

　
→

　
　
下

330-350
310-330
290-310
270-290
250-270
230-250
210-230
190-210
170-190
150-170
130-150
110-130
90-110
70-90
50-70

 
図 2 アルベド 0.5 の裏面日射強度 
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図 3 裏面日射強度―Pmax 差 

 
5. まとめ 
 本研究において，ダブル HIT の裏面日射強度に
よる I-V カーブへの影響を解析することができた。
しかし，測定データが十分ではなかったため，シ
ミュレーションにつなげるには更にデータを増や
し，検討する必要があると思われる。 



デジタル制御型ＡＣモジュ－ルインバ－タのト－タルシステム制御 
 

中田 敦士 (B4) 
 
 
１．研究目的と背景 

将来太陽光発電の普及に伴い，太陽電池モジ

ュール１枚１枚にインバータが付属した AC モ

ジュールが大量に普及する可能性がある。AC モ

ジュールとは出力電圧，電流が商用周波数すな

わち交流出力である太陽電池モジュールのこと

である。現在モジュールの裏面に 100W 程度の

オンボードインバータを貼り付けたものが開発

されている。また，海外においてＡＣモジュー

ルの製品化が進んでおり，今後日本でもＡＣモ

ジュールの製品化が進むことが予想される。そ

のため，災害時のトータルコントローラの故障

対策や制御などの技術の確立が必要となりＡＣ

モジュールのトータルな制御が必要となると予

想される。そこで，本研究の目的はこれらのト

ータルな制御の問題を解決することである。 
 
２．ト－タルシステム制御フロ－  

またト－タル制御のために作成したトータル

フローを以下に示す。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 1 ト－タルシステム制御フロ－ 
 

3．実験方法 

 今回は上述したトータルシステム制御の考え

方に合わせてソフトウェアとハ－ドウェアのイ

ンタ－フェ－スの部分を中心に制御基板を使用

して，実際のインバータとの接続試験を行った。

この時の様子を以下の図2に示す。 また，仕組

みとしてはインターフェースを通してインバー

タから送られてきたサイクル信号を制御基板が

受け取り，その値に応じて制御基板がインバー

タに指令値を送るというものである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

図2 制御基板を使用した実験図 

 
3．実験結果とまとめ 
 この接続実験の結果を以下に示す。この図か
らインバ－タが正常動作していることが確認さ
れた。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 3 正常なインバ－タ動作確認図 
 
今回はト－タルシステムの基礎ができただけ

であり，今後はさらなる基板改良や小型化，制
御プログラムの適正化が課題である。 



新型 AC モジュール用単独運転防止方式の研究 
 

水野 環樹(B4) 
 
 
１．研究背景 
近年，太陽光発電システムは注目を浴びてお

り，特に AC モジュールは将来大量普及される
ことが見込まれている。しかし，AC モジュール
は集中連系される可能性が高く，相互干渉の問
題や，誤検出による一斉停止等の可能性がある。 

そこで，本研究は各 MIC が安全かつ確実に系
統と解列できる単独運転検出アルゴリズムを作

成し，実機に搭載することを目的とする。今回
はシミュレーションにより各閾値を設定した。
本研究は地域コンソーシアム計画の一環として
行なわれた。 

 
２．単独運転防止方式 

集中連系された AC モジュールの単独運転検
出方式は，2 段の受動方式と 1 種の能動方式によ
って検出する方式[1]とした。受動方式を高感度，
低感度の 2 段階検出にし，受動方式による微小
な変化の誤検出や，能動的方式による相互干渉
を防げる方式とした。系統連系時に高感度検出
した場合，出力電流を 1/2 に低下させる。系統

に異常がある場合，低感度検出で検出し MIC の
運転を停止させる。図 1 に単独運転検出方式フ
ローを示す。 
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図１ 単独運転検出フロー 

各検出方式について，プログラムを作り検証

を行った。周波数検出方式は，ゼロクロス検出
方式を作成し，3 次高調波検出方式は周波数スペ
クトルから算出した。周波数変化率(以下:ΔF)，
3 次高調波変化率(以下:ΔTHD)は算出値に移動
平均を用いて計算した。低感度検出閾値は系統
連系ガイドライン[2]に従い設定した。 

３．解析結果 
検証方法として単独運転が起きたデータを解

析した。結果を図 2 に示す。解析条件を以下に
示す。 

・ サンプリング周波数 5kS/s 
・ データを 160 点ごとに区切り解析 
・ 移動平均 10 回 
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図２ 解析結果 

この解析結果より高感度検出閾値は，Δ
F=0.1[%]，ΔTHD=0.5[%]とし，検出条件を OR
条件とした。各検出閾値を表 1 に示すように設
定した。 

表 1 単独運転検出閾値(100V,50Hz 換算) 

 低感度検出閾値 高感度検出閾値 

電圧 80~115[V] ----- 

周波数 48.5~51.0[Hz] ----- 

3 次高調波 3[%] ----- 

ΔF ----- 0.1[%] 

ΔTHD ----- 0.5[%] 

４．まとめ 
これらの結果より，高感度検出時には出力電

流を 1/2 に絞ることによって，負荷の状態から
連系点の電圧変動が起こり，低感度検出閾値に
達すると考えられる。検出閾値はシミュレーシ
ョン上の値であり，この結果を新型 MIC に適用

し，更なる検証を行う必要がある。 
＜参考文献＞ 
[1]著 小林広武:「分散型太陽光発電システムの系統連系保護方
式に関する研究」 平成 13 博士論文 
[2]資源エネルギー庁編:「解説電力系統連系技術要件ガイドラ
イン�98」 1998 株式会社電力新報社 



モンゴルにおける携帯型発電システム 

実証研究のデータ解析･システム評価 

 
アマルバヤル・アジヤバト (M1) 

 
1. 研究背景・目的 
 新エネルギー・産業技術総合開発機構

（NEDO）はモンゴル国において平成 4 年度か

ら平成 8年度まで携帯用太陽光発電システムに

ついて実証研究を行った。この実証研究の目的

はモンゴルの非定住の社会システムをフィー

ルドにして，バッテリー・インバータ等の周辺

機器を含む携帯型太陽光発電システムの小型

軽量化，可搬性・信頼性の向上を図ることであ

った。本論文では，著者らが NEDO プロジェ

クトの測定データを用いて，システムの電気的

性能を詳細に解析し，内部損失を損失要因毎に

分離した結果を報告する。 

 

2. システム構成 
蓄電池の連続不日照日数を 3 日，放電深度を

70%とし，負荷に照明機器，ラジオ，テレビを

想定して，一日で 280Wh まで消費できるよう

に設計されている。自動車用鉛蓄電池は PV 用

途に薦められてないが，当時モンゴルで入手が

簡単かつ経済的であったため 12V-70Ah（初年

度のシステムでは 100Ah）の自動車用バッテリ

ー2 個が直列接続で使用された(Fig.1)。 
携帯発電システム設置地域はゲルの多い平

野部及び山岳部に位置するウブルハンガイ県

ハルホリン，アルハンガイ県ウンデルウランを

中心とする地域に選定された。Fig.２に示す各

地域に平成４,５,６年度にかけて合計２００台

のシステムが設置された。 

1992‘s 100 sets systems in the area 
centering around Harhorin in
Uvurhangai aimag

1993‘s 50 sets systems in the area around
Undur-Ulaan in Arhangai aimag

1994‘s 50 sets systems
the southern district of
Uvurhangai aimag

1992‘s 100 sets systems in the area 
centering around Harhorin in
Uvurhangai aimag

1993‘s 50 sets systems in the area around
Undur-Ulaan in Arhangai aimag

1994‘s 50 sets systems
the southern district of
Uvurhangai aimag

 

Fig.2: Installation areas of Portable PV 
systems 

 
３．解析方法 
計測データから解析的に求める方法とモデ

ル式を用いた時系列シミュレーション方法を

組み合わせて，PV システムの運転時に発生す

る損失を次の 6 つの項目に分離する：①インバ

ータ損失，②直流回路及び CC 損失，③バッテ

リーの充放電損失，④満充電状態によるアレイ
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Fig.3．Energy flow 

損失，⑤Pmax ミスマッチ損失，⑥温度上昇が

原因で出力低下による損失（Fig.3）；システム

の利得に含まれる低温によるアレイ出力向上

の割合も算出した。アレイ出力電力量から負荷

消費・インバータ・直流回路及び CC 損失を差

し引いた値を蓄電池の充放電等の損失と定義

した。 Fig 1: Overall appearance of the system 



４．結果 
 解析対象にした 37 サイトの月別日積算アレ

イ面日射量とアレイ出力電力量及び負荷消費

電力量を Fig.4 に示す。年平均アレイ面日射量

は 1 次システムでは 4.88 kWh/m2/日；2 次，3
次システムでは 4.71 kWh/m2/日である。消費

電力は減少する傾向にあるにもかかわらずア

レイ出力電力量が著しく増加している。 
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Fig.4: Initial systems monthly average 
values of Irradiation, Array and Inverter 
output energy. 
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Fig.5: Distribution of annual performance 

ratios 
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Fig.6: Monthly average performance ratio 

and losses for A019 systems. 

解析対象にしたシステムのシステム出力係

数の分布は 0.24 に集中している（Fig.5）。1 次

A019 システムの平成 6 年度運転データのシミ

ュレーション解析例を Fig.6 に示す。計測され

た積算日射量に相当するアレイ出力（25℃換

算）を 100%とし，システム出力係数および各

損失の割合を算出した。温度上昇による出力低

下は平均値で全体 2.1%と無視できるくらい小

さい。インバータ及び CC の損失は負荷に比例

して一定であるのに対して，蓄電池の充放電損

失と過充電防止機能によるアレイ損失は季節

によって大きく変動する。 

 

５．考察 
解析結果から，全体的に蓄電池の充放電損失

の著しい増加，早期機能低下，Pmax ミスマッ

チによる損失量が観測された。その主な原因は

次の通りであると考察できる： 
･モンゴルの気候は乾燥しているため蓄電池

の電解液が激しく蒸発し，機能が低下した。補

充液を定期的に行う必要がある。 
･蓄電池が満充電状態には CC の過充電防止

機能が働きアレイ出力がスイッチングするチ

ャタリング現象を起こし蓄電池の寿命に悪影

響を与えた。 

・自動車用のバッテリーは大電流放電できる

ように設計されているため，内部抵抗が大きく，

据置用途に充放電効率が低くなる。 

・外気温-20℃の真冬でも蓄電池の温度 10℃
以上で保たれており，ゲル内の温度は零度以下

になることが少なく，蓄電池の寿命に大きいな

影響がない。 
 

６．まとめ 
独立小型 PV システムの運転データを解析し，

内部損失を 6項目まで分離して評価を行うモデ

ル式及び手法をまとめた。今後は解析結果を元

にモンゴルの気候と負荷パターンに適した設

計法を確立させ、経済面からも検討し、実証実

験を進めていく予定である。 
 
 



太陽光発電システム発電特性の統合評価ソフトウェア 
 

ピメンテル・パウロ・セルジオ（M1） 
 
 

1. 研究背景と目的 

太陽光発電（PV）システムの積極的な
普及にともない、今後パソコンによる PV
システム設計手法も普及していくと思わ
れる。PV システムのサイジング設計にお
いては、従来から簡便な方法としてパラメ
ータ分析法が利用されてきた。しかし、建
材一体型モジュールの登場とそれに伴う
デザインの多様化、および設置場所の様々
な制約条件などのために、日影の問題や複
数の方位角、傾斜角を持つシステムが増え
てきた。そのため、計算途上にあらわれる
パラメータについて、より詳細な数値が必
要となっており、太陽光発電システム統合
評価技術の研究開発が必要であると考え
られている。 
そういった背景から、本研究室での様々

な研究成果を活用した「太陽光発電システ
ム発電特性の統合評価ソフトウェア」
（PVI）を構築することが本研究の目的で
ある。 

2. ソフトウェアの構成 

PV システム発電特性の統合評価ソフト
ウェア（PVI）は、「基本設計ツール」
（Preliminary Design Tool）及び本研
究室で開発されたオプショナルツール（魚
眼カメラによる日影の予測、SV 法の活用、
アレイシミュレーション）より構成されて
いる。基本設計ツールは、少ない入力デー
タから（太陽電池の設置場所、アレイ定格、
傾斜角、方位角、インバータ定格等）主に
パラメータ分析法を基に、発電電力量の算
出や PV システムで発生する損失が得ら
れ、一般のユーザにも簡単に操作できる。
各設計パラメータについて、オプショナル
ツールを活用し、魚眼カメラにより求まる
日影補正係数やその他のパラメータを SV
法から取り込むことができる。気象データ
に関しては、日本気象協会、METPV、
Meteonorm が全世界のサイトに応用でき
る。また、システム構成機器の詳細なデー
タベースが入っており、異種のアレイや複
数の方位角、傾斜角をもつシステムに、ア
レイ・シミュレーションを活用し、PV シ

ステムの詳細で統合的な評価を確立する。 

 
3. 研究成果及び考察 
本研究の今までの成果として、PVI ソフ

トウエアの骨組みが完成されており、その
イメージを図 1 に示した。 魚眼カメラに
よって求めた日影補正係数の活用の一例
を図 2 に示した。 
今後、ここで紹介した PV システム発電

特性の統合評価ソフトウエアを世界の実
際のサイトの発電特性との比較を行い
PVI ソフトウエアの精度を確認していく
方針。                      
 本研究室の様々な研究成果を活用する
ことにより、精度良く、現実的で詳細な
PV システム設計手法が期待できる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図１．基本設計ツールにおける年間発電電力
量及び損失パターンの算出結果 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図２．オプショナルツールの活用の一例（魚
眼カメラによって求めた日影補正係数）



PV インバータの干渉試験用縮小模擬配電線 
 

野田 幸久(M1) 
 
 
1. はじめに 

近年，住宅を中心に系統連系形太陽光発電シ
ステムの普及が進んでいる。今後，ある特定の
地域に太陽光発電が集中的に連系される「高密
度連系」の地域が数多く現れることが予想され
る。高密度連系状態では，電力品質や安全性の
面で既存の電力系統に影響を与える可能性が指
摘されている。 

そこで，これらの系統連系課題の解析・評価
が求められているが，実規模模擬配電線を用い
た場合，コストや設置場所の面で不利となるた
め，実際の配電系統をモデルとした縮小模擬配
電線が必要である。 
 
2. 縮小模擬配電線の設計 
今回，配電要変電所から高圧配電線，柱上変

圧器を経て低圧負荷と太陽光発電に至る系統を
モデルとした。高圧配電線の亘長は住宅地区を
想定し，6km 相当としている。実験室に設置さ
れた縮小模擬配電線を図 1 に示す。 
 

 
図 1 縮小模擬配電線設置状況 

 
3. 系統連系インバータ単機・複数台試験 
設計した縮小模擬配電線の一部を用いて，イ

ンバータの単機試験を行った。今回実験を行っ
た各インバータの単独運転検出方式に関する仕
様を表 1 に示す。 
 

表 1 インバータ仕様 
受動的方式 能動的方式

Inv.A 位相跳躍検出 無効電力変動
Inv.B 周波数変化率検出 無効電力変動
Inv.C 位相跳躍検出 周波数シフト
Inv.D 位相跳躍検出 無効電力変動  

 

単機試験の結果，どのインバータにおいても規
定時間内に運転を停止することが確認された。
しかしながら，単独運転検出機能をマスクした
インバータ（Inv.C）と，通常状態のインバータ
（Inv.B）を並列運転し，有効電力潮流と無効電
力潮流を調節の上，系統側電源を遮断したとこ
ろ，系統停止後も運転を継続する Inv.C の影響を
受け，単機では規定時間内に運転を停止する
Inv.B も運転を継続することが確認された。図 2
に，実験結果を示す。 
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図 2 Inv.B と Inv.C の並列運転試験結果 

 
4. まとめ 
設計した縮小模擬配電線を用いてインバータ

の単機・複数台試験を行い，異種インバータの
並列運転が単独運転検出機能に及ぼす影響が確
認された。 
 今後は，地域コンソーシアム研究において開
発が進められている AC モジュールインバータ
を用いて，多数台連系時の単独運転検出機能に
与える影響をはじめ，系統連系に関する課題の
検討を実験的に行っていく予定である。 
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世界へ向けた長期的な産業戦略が望まれる  
 

 昨 年 は 6 月 に 新 エ ネ ル ギ ー 部 会 答 申 が 出 さ れ 2010 年 度 ま で に 482 万

kW の 太 陽 光 発 電 導 入 を 目 指 す こ と と さ れ ， ほ ぼ 従 来 と 同 水 準 の 目 標 に

落 ち つ い た が ， 蓄 電 池 つ き 連 系 シ ス テ ム を 一 部 導 入 し て い く こ と が 盛 り

込 ま れ る な ど の 経 緯 も あ っ た 。 ま た 12 月 に は ， 同 部 会 新 市 場 拡 大 小 委

員 会 か ら 新 エ ネ ル ギ ー 導 入 を 促 す た め の RPS 制 度 の 枠 組 み が 提 示 さ れ

た 。 し か し ，導 入 義 務 （ ク オ ー タ 対 象 者 に 消 費 者 は 含 ま れ な い こ と か ら

同 制 度 の み で は 太 陽 光 発 電 導 入 目 標 の 達 成 は 困 難 で あ り ，「 導 入 熟 度 」

を 考 慮 し た 別 途 対 策 が 不 可 欠 で あ る こ と も 明 白 で あ る 。  

 こ れ ら の 議 論 を 通 し て 21 世 紀 の 世 界 エ ネ ル ギ ー 供 給 が ど う な っ て い

く か と い う 長 期 的 な 視 点 に 欠 け る こ と が 気 に か か っ た 。  

 と く に 2020 年 以 降 の 需 給 構 造 は 大 き く 変 わ る も の と 見 ら れ ， 再 生 可

能 エ ネ ル ギ ー の ウ ェ イ ト は 高 ま る こ と こ そ あ れ 低 ま る こ と は な い 。 こ う

い っ た 基 調 か ら す れ ば 2010 年 目 標 は 当 然 の 通 過 点 で あ り ， そ の 位 置 付

け を 明 確 に す る た め に も ，2020 年 以 降 の 長 期 目 標 設 定 の た め の 議 論 へ 速

や か に 移 行 す べ き で あ る 。 欧 米 や IEA での 2020 年 を 含 ん だ 長 期 計 画 論

議 は ， 一 般 的 な エ ネ ル ギ ー 需 給 や 温 暖 化 問 題 に 関 し て 活 発 な 議 論 が 見 ら

れ る 。 こ れ に 対 し 国 内 で の 問 題 意 識 は 遅 れ て い る よ う に 見 え る 。  

 昨年 12 月 発 表 の 欧 州 太 陽 光 発 電 工 業 会 EPIA／ グ リ ー ン ピ ー ス 共 同 の

2040 年 を 含 め た 2020 年 導 入 ビ ジ ョ ン ( 1 )で は ，2020 年 ま で に 10 億 人 の

電 化 と 200 万 人 の 雇 用 創 成 を う た っ て い る 。 2020 年 世 界 累 積 で 207GW

の 太 陽 光 発 電 設 置 を 予 測 ， 2040 年 に は 全 世 界 電 力 需 要 の 26%に 相 当 す

る 9113TWh を 供 給 で き る と い っ て い る 。 こ れ は 9000GW の 設 備 に 相 当

す る （ 等 価 稼 動 時 間 1000 時 間 程 度 を 仮 定 ）。  

 ま た ， 昨 年 7 月 の G8 再 生 可 能 エ ネ ル ギ ー タ ス ク フ ォ ー ス 報 告 で も 再

生 可 能 エ ネ ル ギ ー 多 様 化 シ ナ リ オ を 発 表 し た 。太 陽 光 発 電 設 置 量 を 2020

年 に 118 .8GW ， 2030 年 に 655 .8GW と 想 定 し て い る ( 2 )。  

 従 来 か ら 知 ら れ て い る 米 国 DOE ロ ー ド マ ッ プ ( 3 )の 2020 年 世 界 累 積

70GW（米国分 15GW）や，日本版ロードマップ ( 4 )に 記 載 さ れ た 2020 年

国 内 累 積 23～ 35GW ，2030 年に 52 .5～ 82GW と 比 較 し て み る と 21 世紀

の 世 界 市 場 へ の 見 通 し に お お き な 観 点 の 違 い を 感 ず る 。日 本 版 で は 2030

年 の 頭 打 ち も 気 に な る 数 字 で あ る 。21 世 紀 の エ ネ ル ギ ー 事 情 か ら 議 論 を

進 め ， 世 界 市 場 に 対 す る 見 通 し を 論 じ て お く 必 要 が あ ろ う ( 5 )。 現 在 ， 策

定 が 進 め ら れ て い る 太 陽 光 発 電 産 業 ビ ジ ョ ン で は 長 期 を 見 通 し 思 考 の

壁 を 打 破 し ， 世 界 へ 打 っ て 出 て ほ し い 。  
 
[1] Greenpeace, European Photovoltaic Industry Association: Solar Generation - Solar Electricity for over 

1 Billion People and 2 Million Jobs by 2020. 
[2] G8 Renewable Energy Task Force: Chairmen’s Report Annexes, July 2001.（沖縄サミットを契機に設

定されたタスクフォースの報告） 
[3] Solar-Electric Power - The US Photovoltaic Industry Roadmap, April 2001. 
[4] 太陽光発電技術開発ロードマップ抜粋, 新エネルギー技術戦略検討会, March 2000.(PVTEC ホームペ

ージ) 
[5] 原書：Hermann Scheer: Solare Weltschaft, Verlag Antje Kunstmann GmbH, 日本語訳：ソーラー地球

経済，小泉みね子訳，岩波書店，2001 年 12 月． 

PVTEC ニュース，2002.3 月号 



 1

 
 

２１世紀世界の主役「太陽光発電」 
 

東京農工大学 
黒川浩助 

太陽光発電システムの新展開 

 よく知られているように，経済産業省総合資源エネルギー調査会新エネルギー部会では，1999 年

12 月から 2001 年 6 月までに計 18 回にわたる審議を重ね，2010 年におけるわが国の新エネルギー導

入見通しや導入方策について「今後の新エネルギー対策のあり方について」と題する答申をまとめた。

その中で新エネルギーの導入見通しについては，現行対策維持ケースとして総計 878 万キロリットル

（一次エネルギーの 1.4%に相当）と見積もり，目標ケースでは総計 1910 万キロリットル（一次エネ

ルギーの 3%程度に相当）とした。各エネルギー別に対しては，表１のような見通しを示した。風力

発電の最近の躍進を反映して，2010 年目標ケースが従来の 10 倍の 300 万ｋW に修正されたのが大

きく目立つ。 

 
表１ 供給サイドの新エネルギー導入目標 

2010年度見通し/目標 
1999年度実績 

現行対策維持ケース 目標ケース  
原油換算 

（万㌔㍑） 
設備容量 
（万ｋＷ） 

原油換算 
（万㌔㍑） 

設備容量 
（万ｋＷ） 

原油換算 
（万㌔㍑） 

設備容量 
（万ｋＷ） 2010/1999 

(発電分野)        

太陽光発電 5.3 20.9 62 254 118 482 約23倍 

風力発電 3.5 8.3 32 78 134 300 約38倍 

廃棄物発電 115 90 208 175 552 417 約 5倍 

バイオマス発電 5.4 8.0 13 16 34 33 約 6倍 

(熱利用分野)        

太陽熱利用 98 － 72 － 439 － 約 4倍 
未利用エネルギー 
(雪氷冷熱を含む)  － 9.3 － 4.158 － 約14倍 

廃棄物熱利用 4.4   － 4.4 － 14 － 約 3 倍 

バイオマス熱利用 － － － － 67 － － 

黒液・廃材等（※１） 457 － 479 － 494 － 約1.1倍 

新エネルギー供給計 693 878 1,910 

(一次ｴﾈﾙｷﾞｰ総供給/構成比) (1.2%) 
－ 

(1.4%) 
－ 

(3%程度) 
－ 約 3倍 

一次エネルギー総供給 約5.9億 
㌔㍑ 

 約6.2億
㌔㍑ 

 
約6.0億
㌔㍑程度 

  

（※１）バイオマスの一つとして整理されるものであり，発電として利用される分を一部含む。 
 

太陽光発電協会 
「太陽光発電」誌寄稿
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 また，海外との対比を考慮し，水力などの在来型の再生可能エネルギーを含んだ目標数値について

も表２のように整理した。この場合では，目標ケースで再生可能エネルギー供給分は 7%程度に相当

することとなる。また，燃料電池などの需要サイドの新エネルギーとして表３のような分野について

も目標が定められた。 

 
表２ 再生可能エネルギーの導入目標 

（単位：原油換算百万㌔㍑） 

2010年度見通し/目標 
 1999年度実績 

現行対策維持ケース 目標ケース 
2010/1999 

新エネルギー供給計 7 9 19 約2.7倍 

水力（一般水力） 21 20 20 約 1倍 

地熱 1 1 1 約 1倍 

再生可能ｴﾈﾙｷﾞｰ供給計 29 30 40 

(一次ｴﾈﾙｷﾞｰ総供給/構成比) （4.9%） （4.8%） (7%程度) 
約1.4倍 

一次エネルギー総供給 593 622 602程度  

 
表３ 供給サイドの新エネルギー導入目標 

2010年度見通し/目標 
 1999年度実績 

現行対策維持ケース 目標ケース 
2010/1999 

ｸﾘｰﾝｴﾈﾙｷﾞｰ自動車(※１) 6.5万台 89万台 348万台 約53.5 倍 

天然ｶﾞｽｺｰｼﾞｪﾈﾚｰｼｮﾝ(※２) 152万kW 344万kW 464万kW 約3.1倍 

燃料電池 1.2万kW 4万kW 220万kW 約183倍 
  (※１) 需要サイドの新エネルギーである電気自動車，燃料電池自動車，ハイブリッド自動車，天然ガス自

動車，メタノール自動車，更にディーゼル代替ＬＰ ガス自動車を含む。 
  (※２) 燃料電池によるものを含む。 

 
 これらの審議を通して，太陽光発電システムについては，物理的限界潜在量を 1 億 7300 万 kW と

見積り，実際的潜在量を 4200 万～8600 万 kW とした。2010 年におけるわが国の太陽光発電導入見

通しを現行対策維持ケースとして総計 254 万ｋW（62 万キロリットル）となるものとし，最大限の

努力をともなった目標ケースでは総計 482 万ｋW（118 万キロリットル）と見積もった。この試算の

ベースには，通常の住宅用 PV のほか，光・熱ハイブリッドや蓄電池ありシステムの導入を想定して

いることも特徴である。 

 また，目標ケースの設定にあたってはその間必要になる政策資金についても必要額を評価し，今回

の目標設定の参考としている。そのため，現行対策維持ケース，目標ケース共に，その前提として，

電気事業による余剰電力購入メニューの継続を強く期待しているが，そのために生ずる総負担額（太

陽光発電の買取料金と燃料相当分電力料金との差額）の軽減についての電気事業サイドからの強い要

望に基づき，蓄電池つき連系システムについても一部導入していくことが検討に盛り込まれた。 

 電気事業者に新エネルギー導入義務を課すものとして，新エネルギー証書による導入義務（クオー

タ）の設定と達成に伴う証書の取得あるいは売買取引を想定した RPS 制度の導入が新エネルギー部
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会答申で方向付けされていたが，その基本枠組みについて，同部会の新市場拡大小委員会でさらに審

議され，2001 年 12 月に「我が国の実情に即した新たな市場拡大措置のあり方について」が答申され

た。これによるとクオータは競争的環境の確保を目的として新エネルギー別ではなく総計で示される

ものとしたが，太陽光発電など技術発展途上にあるものについての「導入熟度」を配慮するべきであ

るとの指摘が多く寄せられ，同趣旨の記述が答申書にも盛り込まれた。義務対象者は，一般電気事業

者，特定電気事業者，特定規模電気事業者（電力小売事業者）としており，消費者は含まれない。 

 
 太陽光発電は新エネルギー導入政策の重点分野のひとつと考えられるが，これと平行して各種の技

術進歩・改良がまだ活発に行われていることが大きな特徴であり，これからの技術発展の可能性が他

新エネルギーとくらべて各段に大きいことも指摘できる。昨年 10 月にミュンヘンで開催された「第

17 回欧州太陽光発電国際会議」では，2000 名の参加者を集め，約 900 件もの発表が行われた。太陽

電池材料・デバイスからモジュール・システムにわたっての広い分野で，多くの専門家・研究者によ

り研究開発・改良がなお進行中であることを強く印象づけたばかりである。「導入熟度」について考

える時にこの点を強く主張していきたい。 

 また，太陽光発電システムの多くは消費者・市民レベルのユーザーによる導入を主として想定した

もっとも典型的な分散型発電システムであって，電気事業者レベルを対象に設置義務を課すような類

いではないことであろう。どこでも誰でも導入でき，その総計がエネルギー・環境政策上大きな意味

を生ずるという特徴を生かせるような，RPS 制度を補強・補完することが可能な施策の採用が望まれ

る。 

 さらに，導入熟度を測る指標として，最終的に目指すべき可能な導入規模を知っておくことが大事

である。つまり，2010年目標が最終的に達成させるべきゴールなのか，あるいは，2020 年から 2030

年へ向けてもっと大きな市場拡大のチャンスやニーズがあるのかでは，長期展望を重視していく国家

計画的な優先度合いは異なって当然である。太陽光発電は，21 世紀世界が当面していくであろうエネ

ルギー・環境問題解決のために，全地球規模で導入していくべき再生可能エネルギーの旗手として，

大きな期待を担っていく運命にあると思われる。2010 年を超えて育てていくべき太陽光発電にあって

は，2010年までにいきなり厳しい競争的な環境にさらすことが次代の発展にとって選択肢をせばめる

結果をもたらすことにはならないか。むしろ，この間に，段階的に規模拡大とコスト低下の良サイク

ルに入っていけるような，かつ産業の体力を蓄積させるための戦略がほしい。 

 

太陽光発電産業ビジョン 
 繰り返すが，2020 年以降の世界のエネルギー供給構造は大きく変わるものと見られ，再生可能エ

ネルギーのウェイトは高まることこそあれ低まることはない。こういった基調からすれば 2010 年目

標は当然の通過点であり，2020 年以降の目標設定のための議論へ早期に移行すべきであり，むしろ

遅すぎるともいえる。 

 まず世界のエネルギー需給見通しについては，すでに IEA では数年前から 2020 年における値を

地域・国別に発表している。（この中には当然日本の予測も含まれている！）もっと長期の世界需給

見通しについても今までに多く発表されているが，今後の世界のエネルギー需要拡大に対しては，概

して再生可能エネルギーへの傾斜を指摘しているものが絶対多数派である。このような大きな流れの
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中で世界の太陽光発電産業がどのようなポテンシャルを発揮できるか，欧州太陽光発電工業会 EPIA

がキャンペーンを開始した(1)。 

 この見通しは，欧州太陽光発電工業会 EPIA がグリーンピースと共同で作成した「太陽発電」と題

する 2040 年を含めた 2020 年導入ビジョンであり，副題を「2020 年までに 10 億人のための太陽電

気と 200 万人の雇用を創成」としている。表４に示すように，2020 年には世界で 207GW の太陽光

発電設置量を予測した。また，2040 年の太陽光発電についても全世界需要の 26%に相当する

9113TWh の発電電力量を予測している。この場合のシステム等価稼動時間を 1000 時間程度と見積

もれば太陽光発電設備 9000GW に相当するレベルである。 

 
表４ グリーンピース／ＥＰＩＡ太陽光発電長期ビジョン(1) 

摘         要 予   測   値 備      考 

2020 年 世界太陽光発電電力量 276 TWh 
全アフリカ需要の 30％に相当 
OECD 欧州需要の 10％に相当 
全世界電力需要の 1％に相当 

 太 陽 光 発 電 設 備 207 GW  

 商 用 系 統 顧 客 
世界 8200 万人 
欧州 3500 万人 

 

 非 商 用 系 統 顧 客 世界 10 億人  

 雇用創出ポテンシャル 世界でフルタイム 230 万人  

 投 資 価 値 750 億 ドル/年  

 太陽光発電モジュール 
コ ス ト 

1 ドル/W レベルを達成 
 

 累 積 炭 素 節 減 CO2換算 6 億 6400 万トン  

2040 年 世界太陽光発電電力量 9113 TWh 全世界電力需要の 26％に相当 

  出典：Solar Generation - Solar Electricity for over 1 Billion People and 2 Million Jobs by 2020, 
     Greenpeace and European Photovoltaic Industry Association, Oct. 2001. 
 
 また，このような考え方に精神的なバックボーンを与えるものとして，欧州議会議員でもあるハー

マン・シーア欧州太陽エネルギー協会(ユーロソーラー)会長の新刊著書「ソーラー地球経済」(2)が刊

行された。21 世紀世界はエネルギー確保へ向かって集中的・独占的方向へ向かって進んでいこうと

している。平和的で持続的で多様性に富んだ発展を目指すならば、解決手段として唯一，太陽を基礎

にした地球経済のみが可能にする。太陽エネルギー導入は産業連関パスの長さが短くローカルな意思

決定が可能であると説き，世界的にも評判となりつつ書である。 

 
 ちょうど，太陽光発電協会 JPEA では 2010 年目標を目指した太陽光発電産業ビジョンの策定が進

められていると聞いているが，国内での新エネルギー導入をめぐる議論や、太陽光発電の将来につい

て、業界として大いに議論し自信をもって世の中に問い掛けていただきたい。本年の太陽光発電シス

テムシンポジウムの時期はちょうどそれらの検討が固まる時期であろうと予想している。会議の背骨

のトピックとして同ビジョンが発表され社会の議論を呼ぶものと期待している。 
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研究陣容の新陳代謝？ 
 昨年も書いたが，近頃気にかかることがある。技術の空洞化である。 

 太陽光発電技術は 25 年余以前から継続的な国家プロジェクトの研究開発によって育まれてきた。

順調に成長してきたといえよう。諸外国からもうらやましがられる程である。しかし，人的資源がず

っと連続しているわけではない。長年月ゆえに第１世代あるいは 1.5 世代の研究者はすでに交代の時

期を向かえている。 

 日本の繁栄は技術立国しかあり得ない。バブルがはじけたように経済中心立国では最後の担保はな

い。他国より先へ技術進歩を実現することでのみ優位を維持することが可能である。これによっての

み日本円の価値は保てるといえよう。 

 「技術創造立国？」しかし，これは神話かもしれない？ 

 そと見には花が咲きかかった，われらがＰＶ日本隊。しかし，その実は，先人の蓄えた技術成果を

いたずらに消費・食いつぶしながら得ている一時的な繁栄ではないか？そんな一抹の不安を覚える。

技術の伝承が欠落してはいないだろうか？ 

 現代の若者は環境志向である。太陽電池や太陽光発電，ソーラーカー，風力発電などの研究室は大

もてである。優秀な学生が集まってくる。 

 おそらく，太陽光発電協会会員企業の多くにも，太陽電池や太陽光発電へ就職志望の若い人材が集

中してきているはずだ。しかし，彼らの多くは太陽電池とは関わりのない職場へ配属されていく。太

陽電池は宣伝塔か？こうした環境の中で，骨っぽい優秀な学生は就職の機会を失う。人材育成・継承

のサイクルが未完成の状況が将来の太陽光発電技術力に影響を与えないはずはない。今は太陽光発電

産業にそんなゆとりはないのかも知れない。しかしジワーっと利いてくるボディーブローが将来の光

発電ビジネスの力をそぐことにならなければよいが。金をつぎこめば自然に技術の完成度を高められ

るわけではない。もちろん資金が全くない場所で人を維持するのは難しい。しかし，技術知識はやは

り人について廻るものでお金についているものではないということを学ばねばならない。 

 
 有為の人材を集めるには，明るい夢のある将来の絵が一番だ。夢のない分野に優秀な人材は育たな

いと考えている。産業からの高らかなメッセージが人を育んでいく。 

 
 導入が進みつつある中でのシステム技術の課題は，市場に出回っている非常に多数のシステムの動

作状況が充分把握され，生産現場へフィードバックされるかどうかが非常に重要な課題になっている。

これは製品の品質管理・性能向上のために不可欠なプロセスであり決して軽んずることができない。

もともとシステム評価は制御することの難しい多様なフィールド条件に左右されることから，得られ

るデータから何が読みとれるかという点が大切なポイントである。また，方法論としても煩雑な点も

あり，ポテンシャルの高い中立的な評価機関の存在・確立が望まれるところである。 

 モジュールの標準測定法についても，日本品質保証機構（ＪＱＡ）から産総研と電気安全環境研究

所（ＪＥＴ）の共同体制へ移行しつつあるが，現状では過渡的な空白状態にある。産業側で導入しや

すい安価な評価測定技術体系に対する強い要望もでているところから，再検討も含めて今後検討が必

要に思われる。 
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 系統連系技術については，わが国が早い時点から独壇場を築き，IEA を通して国際技術移転してき

たが，最近になり本課題に関する研究者が世界的に増加してきた。この点については，2001 年 10 月

の欧州ミュンヘン大会でも系統連系技術が会議トピックとして多く見られたところである。とくに

IEA の Task 5 の欧州メンバー共同による単独運転の発生確率とリスク評価の発表では，実際のオラ

ンダの配電系統で，[発生確率]＝[電源停電率（統計データ）×負荷一致確率]と定義して観測を実施

した。結論として，有効電力がつり合う確率は低く，無効電力の一致確率はきわめて低く，両者の同

時発生は事実上ゼロである。400W 以下のアレイサイズでは皆無と報告した。詳細は，2002 年 1 月

末にオランダで行われるワークショップにて報告されたはずである。 

 一方の国内では，系統連系技術研究の牽引車であった電気事業の研究のアクティビティが極端に下

がりつつあり憂えるべき状況にある。代替するものとして電力ネットワーク構築に関する大学や公共

研究機関等の新しい研究グループの形成が急務に思われる。 

 

新しいシステムプロジェクト 
 個別の住宅用システムがニュータウンなど特定の地域に集中的に設置されると，オランダアメルス

フールトの 1MW ニューランドで示されたように，集中調達により大幅な低コスト化が図れるととも

に，個々の導入で問題になる配電線への限界導入容量を超えた導入が可能になる。集中導入を前提と

した全体システム構成を取ることも可能になり，いわゆるコミュニティシステムが実現できる。筆者

も「地域面展開」としてこの種のシステムの提案を古くからしてきた。一時，「いわきプロジェクト」

で実現するかに見えたが，理想と現実の差は大きく，住宅団地内の個別住宅への PV 設置は進まなか

った。オランダでニュースローテンやアメルスフールトが実現したのを知ったときさびしい気持ちを

味わった。 

 その後の，ヘルネの 1MW ショッピングモールやミュンヘン見本市の１MW システムの実現につい

ても，筆者らが提言していた，商業地域や工業団地への導入の類型である。PVTEC にあった利用シ

ステム分科会(H5～H6 年度)では，住宅団地として実際の戸建て分譲地域と中層住宅地域，商業地域

として郊外型スーパーとショッピングアーケード，都心地域としてえびすガーデンプレイス，工業団

地として佐倉第 3 工業団地を選んで，集中導入のケーススタディを実施した。街づくりのために都市

計画の専門家も招聘して熱心に議論した。検討結果は傾聴に値する内容を多く含んでいたと考える。

これらの検討手法は地域新エネルギー導入ビジョンなどの検討で参考にされたのではないかと思わ

れるが，残念ながら提案した計画はほんのちょっとのつまみ食いで後はお蔵入りになっている。とこ

ろがまた，これらの調査報告書を引っ張り出したくなってきた。NEDO が「集中連系型太陽光発電

システム実証研究」なる新プロジェクトに着手する気配が見える。 

 

ミュンヘン会議のトピックでもコミュニティなどの大型システム隆盛についても指摘がある。同会

議でも発表されたミュンヘン見本市の１MW システムのシステム出力係数は 80%台を安定的に維持

しており，大型システムの維持管理面でのメリットを発揮している。 

欧州での大型プロジェクトがまたひとつ姿をあらわした。最新ニュースではオランダの花博「フ

ロリアード 2002」会場注における 2.3MW システムの完成が間近いと報告されている(図１参照)。４
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月には，同花博もオープンし，「花の国オランダ」と「ＰＶの国オランダ」を世界の人々にアピール

することになる。我が国でも，岐阜ソーラーアークの完成が報じられ，NEDO による集中連系型太

陽光発電システム実証研究計画についても早期の実現を期待したい。 

注：10 年に一度開催されるオランダ最大の花と緑の博覧会「第 5 回フロリアード 2002」（Floriade 2002）が 2002
年 4 月 6 日から 10 月 20 日の間に開催される。会場はスキポール空港の隣町であるハーレマーメーアである。 

 

 
図１ オランダ「フロリアード 2002 花博」建設中会場に完成した 2.3MW ソーラールーフ(部分) 

 

 この他の新しい動きとして，NEDO 地域コンソーシャム研究制度において，AC モジュール用マイ

クロインバータの開発が産学連携体制で 2000 年度から 3 年間の予定で発足しており，順調な開発が

続けられている。この他にも各種会議での底流を見ていくと，モジュールの新構成や自動化製造プロ

セスのための新シーズが散見されるが，我が国での取り組みについてはこの種分野について必ずしも

十分認識されておらず遅れが気になるところである。ミュンヘンでは高層ビルでの TV 波反射抑制に

効果が期待できる電磁波吸収PV モジュールが新しく提案された。モジュールリサイクルについては，

有機溶媒法，流動床法に加えて，超臨界水も登場してきた。まだ，それぞれ問題点も感じられるが，

モジュール関連技術として研究開発プロジェクト化が望まれる分野である。 

 IEA Task IXとして取り上げられている途上国向けのSHS(Solar Home System)や電化が国際ビジ

ネス市場としての関心事である。わが国太陽光発電産業としての取り組みは，国内市場に対するもの

と比較して極端に弱い。例えばNEDO国際実証研究を拠点とし，ODA案件への円滑な移転等により，

点から線・面へ進展していくことを期待したい。国内各関係機関の連携を図る動きもあったが動きは

鈍い。この分野に関連して，第 1 回モンゴル太陽光発電会議 MOPVC-1 において，モンゴル遊牧地域

における太陽光発電導入プロジェクト「10 万ゲル計画」の実施が伝えられた(3)。同地域については，

IEA Task VIII でまとめられつつある砂漠システムの開発シナリオにおいても関連が深く，今後この

シナリオに沿った国際協力プロジェクトの実現も望まれるところである。日本がリーダーシップを発

揮している数少ない切り札のひとつでもある。 
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